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２０２１年度中央社保協第８回運営委員会報告  
 

２０２２年３月９日（水）１３時半～ 

 日本医療労働会館会議室+オンライン会議 

 

【出席確認】 

○代表委員 

  住江（保団連）山田（民医連）前田（全労連）鎌倉（医労連） 

窪田（東京） 安達 (大阪) 

○運営委員 

 白沢〈山崎〉（障全協） 日野（新婦人） 中山〈宇野〉（全商連） 

 西野（全生連） 藤原（農民連） 民谷（福祉保育労） 村田（全教） 

   （建交労） 高山（年金者組合） 五十嵐（医労連） 

 上所（保団連） 梅津（共産党） 大門（国公労連） 

 小泉（自治労連）山之内（医療福祉生協連） 久保田（民医連） 

 

沢野（北海道） 高橋（宮城） 川嶋（埼玉） 藤田（千葉） 

窪田（東京） 根本（神奈川） 藤牧(石川) 小松（愛知） 

寺内（大阪） 楠藤（徳島） 西村(福岡)  

○事務局  

山口、是枝（事務局）、工藤（保団連）、山本（民医連）、 

寺園（全労連）、林（医労連） 

 

参加２３人 

   

＜報告事項＞  
２月  ２日（水）第７回運営委員会 

         介護・障害者部会 

         老人医療有料化から３８ 年 高齢者中央集会 

    ３日（木）社保誌 2020 初夏号編集委員会 

    ４日（金）国保部会 

    ７日（月）いのちくらし社会保障立て直せ一斉行動うちあわせ 

    ９日（水）2021 年度全国代表者会議 

         定例国会行動 

   １０日（木）２５条共同行動実行委員会 

   １４日（月）社会保障拡充「４」の日巣鴨宣伝行動 

         介護関係７団体打合せ 

         国民大運動実行委員会総会 

   １５日（火）年金国会行動 
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         天海訴訟報告集会 

         次長会議 

   １６日（水）社保テキストチーム打ち合わせ 

   １７日（木）全労連社保闘争本部 

         社会保障誌春号校正 

   １８日（金）７５歳二倍化中止国会行動 

   ２１日（月）国保部会 

   ２２日（火）社保入門テキスト会議 

         滞納処分対策全国会議 

   ２４日（木）社会保障誌春号責了 

         定例国会行動 

   ２５日（金）７５歳二倍化署名推進打ち合わせ 

         ２５日宣伝行動 

   ２８日（月）憲法会議打合せ 

３月 １日（火）次長会議 

         介護７団体打合せ 

         ７５歳二倍化事務局打ち合わせ 

    ２日（水）新いのち署名提出行動（全労連統一行動） 

    ３日（木）介護関係７団体会議 

         いのちくらし社会保障立て直せ行動事務局打ち合わせ 

７５歳二倍化署名推進打ち合わせ 

    ４日（金）第８回代表委員会 

    ７日（月）いのちくらし社会保障立て直せ行動５団体打ち合わせ 

    ８日（火）社保誌テキストチーム打つ合わせ 

    ９日（水）第８回運営委員会 

         介護・障害者部会 

         定例国会行動 

 

  （今後の主な予定） 

    １０日（木）近畿ブロック会議 

    １１日（金）国保部会 

    １４日（月）社会保障拡充「４」の日宣伝 

          北信越ブロック会議 

    １５日（火）北海道・東北ブロック会議 

    １６日（水）東海ブロック会議 

    １７日（木）九州・沖縄ブロック会議 
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    １８日（金）中国ブロック会議 

    ２３日（水）四国ブロック会議 

    ２４日（木）関東甲ブロック会議 

    ２５日（金）２５日宣伝行動 

 

◆情勢の特徴 

１．ウクライナへのロシア侵略 

ニューヨークの国連本部で開かれていたウクライナ情勢に関する国連総会緊

急特別会合は、ロシアによるウクライナ侵略を国連憲章違反だと断定し、ウク

ライナでの武力行使停止、軍の「即時、完全、無条件撤退」をロシアに求める

非難決議を圧倒的多数で採択しました。国際社会は一方的な軍事侵略を許さ

ず、ロシアが孤立を深めていることが浮き彫りになりました。 

 決議の共同提案国は日本を含む９６カ国に上りました。採決で賛成したの

は、国連加盟国１９３カ国の７割超にあたる１４１カ国。反対はロシア、ベラ

ルーシ、北朝鮮、シリア、エリトリアの５カ国。棄権は中国やインドなど３５

カ国でした。 

ロシアの侵略を受けているウクライナの国内外の難民は、１５０万人に達し

ています。国連難民高等弁務官は、「第２次大戦終結後の欧州では最も急拡大

している難民危機だ」と発言、「難民をはじめウクライナの人々の命と生活を

助ける支援物資を送ることが急務になっている」として、食料品、防寒着、テ

ント、医薬品、衛生用品などを早急に送るべきだと強調しています。 

 憲法９条を持つ日本は、明白な紛争当事国のウクライナに自衛隊の防衛装備

品を供与することではなく、非軍事の支援を徹底するべきです。 

 

２.憲法改悪の動き加速 

総選挙で自民党、公明党、日本維新の会などの改憲勢力が３分の２以上の議

席を確保したことを受け、改憲の動きが急速に強まっています。 

 岸田政権は、コロナ対策で医療や暮らしへの支援はおざなりなまま、「敵基

地攻撃能力」の保有検討や大軍拡など「戦争する国づくり」への歩みを加速

し、改憲への執念を燃やしています。 

 自民党の狙いは、９条改憲で自衛隊の海外での武力行使を完全に自由化する

ことです。維新の会、国民民主党も国会での憲法審査会開催と改憲議論の促進

を主張しています。 

メディアの世論調査では、改憲を政治の優先事項と答える国民は少数で、改

憲の旗を振ってきた安倍晋三元首相は２０２０年の退任時、「国民世論が盛り

上がらなかった」と認めました。国民が求めないことを強引に進めているのが
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改憲勢力の矛盾と弱点と言えます。自民党は、改憲の世論づくりに「憲法改正

実現本部」を発足させ、５月連休までに４７都道府県で最低１回は対話集会を

開くことなどを決めました。安倍元首相、石破茂元幹事長らを講師として派遣

するとしています。 

憲法改正実現本部は「草の根運動として、国民の中に憲法改正の意識を高め

ていく」と語っています。（赤旗より抜粋） 

 

３.２２年度予算案衆議院通過 

２０２２年度予算案は２２日、衆院本会議で採決され、自民党、公明党、国

民民主党の賛成多数で可決、衆院を通過。日本共産党、立憲民主党、日本維新

の会、有志の会は反対しました。 

 最大の課題である新型コロウイルスから国民の命と暮らしを守る対策は、ま

ったく不十分で、感染が原因で亡くなる人が急増し、入院できず検査も受けら

れない事態が生まれています。公立・公的病院などの急性期病床削減をやめ、

３回目ワクチン接種を急ぎ、職員の検査頻度をあげる必要があります。 

立憲民主党、日本共産党は、「新型コロナ感染症の拡大を防止し、国民の命と

暮らしを守る予算」「社会保障を拡充し、子育て・教育の負担を軽減」「国民の

暮らしを守る経済政策に転換」「『戦争する国』づくり予算削除」「不要不急の

予算削減」等を柱とする予算組み替え動議を提出しました。７５歳二倍化中止

の課題も盛り込まれました。 

 

４.地域医療構想、第８次医療計画について（医療総合研究所寺尾氏資料よ

り、別紙資料参照） 

（１）再検証対象「436 公立・公的病院」の状況 

①厚生労働省は 2021 年 12 月 10 日、「地域医療確保に関する国と地方の協議の

場」で、各都道府県が策定する第８次医療計画（2024 年度～29 年度）向け、

2022 年度・23 年度に民間病院も含めた公立・公的病院の対応方針の策定や検

証・見直しを求めた。 

②「436 公立・公的病院」のうち、▽83 病院が「合意済」、▽92 病院が「措置

済」、▽237 病院が「再検証中」、▽24 病院は「急性期病床等を廃止し、再検証

の対象外」。 

③「合意済」「措置済」の 175 病院の内訳は、▽病床機能の見直し 94 病院、▽

病床削減 67 病院、▽再編・統廃合 24 病院、▽機能転換等 14 病院、▽「機能

転換もダウンサイジングも行わず従前どおり」44 病院。 

④地域医療構想・重点支援地域 12 道県 17 区域を選定 

▽北海道（南空知区域、南檜山区域）、▽山形県（置賜区域）、▽宮城県（仙南
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区域、石巻・登米・気仙沼区域）、▽新潟県（県央区域、上越区域、佐渡区

域）、▽岐阜県（東濃区域）、▽滋賀県（湖北域）、▽兵庫県（阪神区域）、▽岡

山県（県南東部区域）、▽広島県（尾三区域、▽山口県（柳井区域、萩区域）、

▽佐賀県（中部区域）、▽熊本県（天草区域） 

⑤2017 年から 2025 年にかけての病床機能・病床数の変更方針 

・総病床数は 6.59 万床から 6.02 万床に 0.57 万床削減。 

・高度急性期は 0.11 万床から 0.10 万床に、急性期は 4.03 万床から 2.91 万床

に削減され、高度急性期・急性期の病床数は 3.01 万床の削減。 

・慢性期は 1.36 万床から 1.19 万に削減、回復期は 1.09 万床から 1.80 万床に

増加。 

（２）総務省は「地域医療確保に関する国と地方の協議の場」で、21 年度中に

公立病院経営強化ガイドラインを策定し、2022 年度に各病院で「公立病院経営

強化プラン」を作成する方針。従前のガイドラインは「公立病院の赤字解消」

を目指すとしたが、新ガイドラインは、「公立病院の持続可能性確保、経営強

化』を目指す。 

 

５.地域医療構想の推進（別紙 メディファックス記事参照） 

厚労省は、２０２２-２０２３年度に、民間医療機関も含めた各医療機関の

対応方針策定や検証・見直しなどを都道府県に求める通知を３月中に新たに出

す方針です。２２年９月末と２３年３月末の検討状況を報告するよう都道府県

に要請し、都道府県ごとに公表、厚労省でもまとめて発表する見通しです。 

※３月２日の「地域医療構想及び医師確保計画に関するＷＧ）」資料参照 

 

◆協議事項 

（１）全国代表者会議について 

①日程 ２０２２年２月９日（水） １０時半～１６時 

②場所 日本医療労働会館会議室 オンライン開催 

③参加 ３７都道府県１２中央団体 ９０人以上 

④発言 １０団体１１社保協２１人発言。 

※２０年度参加 ３８県社保協１５中央団体  計９４人 

    ※１９年度参加 ２９県社保協１７中央団体  計６６人 

 

 コロナ禍で鮮明になった社会保障削減路線の転嫁を求め、「いのち・くら

し・社会保障立て直せ」一斉行動の推進、医療・介護・福祉などの制度改善、

地域・職場からの要求にもとづく国民的な共同の前進に奮闘することを確認。

さらに、7月に予定される参議院選挙において、政治の転換を求め、市民と野
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党の共同を広げていこうと意思統一しました 

  

代表者会議について、資料の整理などを含め、オンライン会議の運営につい

て工夫、検討をとの意見がありました。 

 

（２）社会保障拡充のたたかい 

１）「いのち・くらし・社会保障立て直せ一斉行動」（アピール参照） 

①１月２６日 一斉記者会見行動 

 ※厚労省記者クラブ 読売、共同通信、時事通信、介護ジョイント、赤旗 

   報道-赤旗、介護ジョイントネットニュース      

 ※岩手、神奈川、埼玉、愛知で実施 

～主な内容 介護相談の事例報告など 

        「どういう内容で会見するか、困った」の声あり。 

②「いのち・くらし・社会保障立て直せ一斉行動」１・２８署名提出行動 

（全労連社保ニュース参照） 

○ 日時：１月２８日(金) １１時～１６時（予定） 

○ 場所：衆議院議員第一会館大会議室 

○ 主催：中央社保協、全労連、自治労連、日本医労連、全日本民医連 

情勢学習会「新たな国会情勢下での新いのち署名、社会保障拡充のたたかい」 

講師：横山壽一先生（佛教大学教授） 

統一署名提出行動 

 ※提出署名 新いのち署名        １７７３１０筆 

７５歳医療費２倍化阻止署名  １７１２１８筆 

年金改善署名         ９０９９３筆 

介護改善署名        １９６０７３筆 

計 ６３５５３４筆 

国会議員参加 ２０人（あいさつ１１人、秘書参加９人） 

署名提出団体からの発言 

 ・全労連黒澤幸一事務局長 

菅首相（当時）に医療・介護・保健所の拡充を求める「菅首相への手紙」 

として１万人超の切実な声が寄せられたことを紹介。「岸田政権の看護 

師などの賃上げは大変不十分だが、署名や行動が政治を動かしている。 

医療や社会保障の削減を大本から転換する取り組みを続けていこう」。 

 ・日本高齢期運動連絡会吉岡尚志代表委員 

７５歳以上の２倍化の基準年収額２００万円をさらに引き下げる可能 

性を厚生労働相も否定していない。「高齢者が暮らしていけるのか生き 
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ていられるのかの問題だ。中止を求めて運動を広げていこう」 

 ・いのちと暮らしを脅かす安全保障関連法に反対する医療・介護・福祉の 

会の共同代表・小島美里さん（介護関係７団体） 

「訪問介護の有効求人倍率は１４．９２倍。崩壊の危機は始まっている」 

最前線の人権の担い手をここまでないがしろにするとは情けない」と 

ネット署名への協力を呼びかけました。 

・自治労連小泉治中央執行委員 

第 6波の中で奮闘する現場の保健師さんからの聞き取りとして、「人が 

足りない」「１日 100 件単位で積み残しが出ている」「疫学調査を普通に 

やれば１時間かかるところを 10 分でやれと言われている」「自宅療養 

が 9割で健康観察に時間をとられている」「ホテルも足りず、これでは 

“自宅放置”だ」「その中で、時間外 100 時間超、応援の人でも 50 時間 

超の人が出ている。母子保健など通常のサービスへの影響は計り知れ 

ない」などの現場の切実な声を紹介しまた。 

・日本医労連森田進書記長 

今日をはさんで、国会に来られなかった人たちが各地で国会議員の地 

元事務所を回っていることを紹介。医療資格の国家試験をコロナ感染 

により受けられず 4月からの内定を取り消される事態となっている。 

ただでさえ少ない医療現場の人員がまた減ってしまうことなどを指摘 

しました。 

 

・行動提起 是枝中央社保協事務局次長 

提起１. 

新いのち署名が「いのちを守る」をキーワードに医療や介護、保健衛 

生など総合的に政府の社会保障政策の転換を求めているのに答えて、 

共同して 4つの署名提出行動を行ったこと。 

提起 2. 

行動主催は、社保協や全労連など５団体ですが、日本高齢期運動連絡 

会、年金者組合、いのちとくらしを脅かす安全保障関連法に反対する 

医療介護福祉の会をはじめ、介護改善運動の共同で行動する認知症の 

人と家族の会、21 世紀老人福祉の向上をめざす施設連絡会（略称、21 

老福連)、守ろう！介護保険制度市民の会の皆さんが趣旨に賛同し共 

同して参加。 

提起３. 

今後の新いのち署名の提出行動は、３月２日（全労連統一行動日）、５ 

月２６日に計画。２月２５日、４月２５日に全国一斉宣伝行動を呼びか 
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けています。 

提起４. 

地域からの運動で、主権者として、通常国会での請願採択実現を目指 

し、参議院選挙で、市民と野党の共闘をさらに進め、参議院選挙で私た 

ちの要求を実現する議員が多数を占めるようにしていくことが重要で 

す。要求を共に実現し運動、共同の輪を大いに広げて行きましょう。 

提起５ 

そのためにも、国会、地元での国会議員要請行動を強めます。 

 

③２月２５日 一斉宣伝行動 Twitter デモ  

 ・御茶ノ水駅宣伝行動（１２時～１３時） 

  参加１９人（医労連６、全労連２、自治労連 1、高齢期運動連絡会２、年 

金者組合２、全生連３【いのとり裁判原告１含む】、全商連 1、社保協 

  全労連、医労連、全生連（裁判原告）、高齢期運動連絡会、自治労連から 

アピール、スタンディング行動 

署名は、簡易机で呼びかけ（１３筆-新いのち３、都立病院２、７５ 

歳８） 

 

・大塚駅宣伝行動～自治労連が夕方に独自行動 

 ウクライナ侵略反対とともに、自治労連記者会見「保健所実態報告」につ 

いてアピール 

 関心高く、聴衆（学生）からの反応あり 

 

 ・Twitter デモ（２５日、１２時スタート #コロナ死者最多でも病床削減で 

すか）※別途参照 

Tweet のインプレッションは３万５１１２件。２９５いいね、３１５リ 

ツイート、3万人以上に見られました。ロシアのウクライナ侵攻により、SNS 

上は騒然とするなか、ハッシュタグ「#コロナ死者最多でも病床削減です 

か」は、２６日（土）９時現在で３０００リツイート 

 

④３月２日 第２回署名提出行動（全労連統一行動） 

〇日時 3月 2日（水）14:30～15:20 全労連中央行動 

〇会場：参議院講堂 

〇署名提出行動 要綱案 

①国会議員への参加要請は「いのち」「最賃」両方の紹介議員全員に送る 

②参加議員は両方の紹介議員なので、会場での署名提出（写真撮り）は行う 
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③参加議員には「一言」（２分程度）で発言 

④署名の提出と議員要請については以下のとおりとする 

    「いのち」・・・衆 60・参 33=９３人以上 

            医労連、自治労連の一部、民医連などの団体 

            紹介議員訪問名簿も「いのち」独自で作成する 

    「最賃」・・・・衆 61・参 35=20 組 40 名以上 

    「労働法制」・・厚労委員 衆 45・参 25＝14 組 28 名以上 

 〇参加状況 

  全体 ３５０人（日比谷集会） ７２０人以上が参加 

 社保協等～社保協、民医連、保団連、東京保険医協会、高齢期運動連絡会

（中央、東京）から参加あり 

医労連 リアル参加５８人+α 全体２００人以上 

 

２）これからのとりくみ 

①３月２５日 ２５日宣伝行動  

  ※ロシアのウクライナへの侵略反対も織り込む 

ウクライナの侵略反対、戦争進退は宣伝行動に盛り込み、募金についても

呼びかけるようにする 

 

〈加盟組織の取り組み状況〉 

※神奈川 ロシア大使館に抗議要請ＦＡＸを集中 

※愛知  愛労連が最賃といのちで地元国会議員へ要請する中で自民党議 

員から賛同あり 

※埼玉 定例の国会行動日の国会デーで対応 

      オール埼玉で宣伝行動を実施。２５日宣伝は、スピーチ〈アピ 

      ール〉、１７９筆【憲法改悪許さない署名】 

 カンパ７万を集約 朝日新聞取材  

  ※全生連 ロシア大使館に抗議文 全国各地から集中 

 

②４月２５日（月）全国一斉宣伝行動 

  ※社保協、全労連、民医連等で連絡文書を発信し、各県・地域での共同を 

呼び掛ける 

※テーマごとの発言原稿など、宣伝資材の準備を図る 

  ※第２回 Twitter デモを計画する 

    ４月１０日の２週間前を目途に、バナー、＃スローガンを作成し、拡 

散を呼び掛ける「連絡」を徹底する。 

10



10 
 

 

③５月１６日（月） 一斉記者会見行動（予定） 

  ※２６日の一斉行動の広報、宣伝 

※新いのち署名要請項目に基づいて、コロナ第６波進行の下、現状はどう

なっているか、各地の動向を踏まえ実態を報告、会見する。 

・地域医療構想（病院統合、ベッド削減等）の各地の現状 

・公衆衛生～保健所の動向、実態等 

・ケア労働者の賃金引上げ問題 

・社会保障・社会福祉制度の改悪～２２年度予算、７５歳２倍化の推進 

・地域医療構想の内容、進行状況 

  ※中央団体の調査結果、実態報告等（医療・介護・保健所の実態、高齢者 

  実態調査等）資料をまとめる。 

同時に、地域の要求を持ち寄り、実態を強調する 

※記者会見は、地域の運動の実状、枠組みの形に合わせて、社保協、県労 

連、県民医連で検討、地域で連携し意思統一を図る 

まず、相談、協議する。 

※記者会見マニュアル（手引き）の作成を検討する。最低でもマスコミへ 

の資料配布は実施する。 

 

④５月２６日 第３回署名提出行動（予定） 

1.参議院選挙に向けての新いのち署名、社会保障拡充運動の総決起の場として

位置付けて取り組みます。 

2.新いのち署名をはじめ、介護改善、７５歳二倍化中止の署名等を提出し、議

員要請行動を計画します 

 ※行動概要 

 ・日時 ５月２６日（木）１２時～ 

  ・場所 衆議院第一議員会館大会議室（予定） 

  ※ネット環境、開始時間等の問題あり、参議院議員会館も検討中 

  ※星稜会館も検討しましたが、日程上会場が取れず 

    ※コロナ感染状況の下で、オンライン参加を前提に、リアル参加も検 

討します。 

 ・内容案 

      主催者あいさつ 

     議員あいさつ・メッセージ 

決意表明（各団体から） 

     署名提出 
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 学習講演・報告 

        テーマ案「参議院選挙に向けて『憲法改悪反対』～９条と２５条       

を一体にたたかおう」 

      連帯挨拶～憲法関係団体、平和団体 

  署名提出行動説明 

  署名提出 

  議員要請行動～紹介議員、野党議員を中心に予定します。 

報告書提出後流れ解散 

   ※コロナ感染状況の下で、オンラインでの参加を前提に現地集合（リア 

ル参加）も検討します。 

 

※宣伝行動、記者会見行動等、各県で実施するには、社保協の意思統一 

が重要。さらに、中央団体、労組の取り組みとしての発信を 

※５・２６行動は、新いのち署名提出、社会保障拡充運動の総決起の場 

として、必ず成功させようと位置付けて提起を。 

※あわせて、参議院選挙に向けて世論構築を図ることも重要と提起を。 

※労働組合等と共同してたたかうことをもっと強調してほしい。 

 

⑤紹介議員の拡大 

 1.紹介・応諾議員の到達 

・紹介議員 ３月２日時点 衆 60、参 33 ＝合計 93 名 

        ３月４日時点 衆 62、参 35 ＝合計 97 名 

      【２日当日返信が来た紹介議員】 

       衆議院（中川貴元 議員） 参議院（杉尾秀哉 議員） 

      【応諾 FAX、署名提出なし、官報掲載されていたため応諾・提出 

      と判断】衆議院（志位和夫議員） 参議院（大門実紀史議員） 

・内訳（紹介議員 衆 62、参 35） 

 ～提出済 衆 44、参 31 

 ～未提出 衆 11、参 1   

  … 主な理由は留守やポスト投函を指示され署名を投函できなかったなど 

  … 返信 FAX がなかった議員 3名中、2名は受け取ってもらえなかった。 

 ～未報告 衆 4、参 1 

 ～その他 新潟県医労連より地元国会議員事務所に署名を提出したいと事前 

に要望あり 衆 3、参２ 

 2.国会議員への懇談申し入れ～６人に留まる 

大石あきこ明子議員（衆議院。れいわ） 
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芳賀道也議員（参議院・無所属／国民会派） 

福島みずほ議員（参議院、社民） 申し入れ 紹介議員受諾 

川田龍平議員（参議院、立民） 

  鎌田さゆり議員（衆議院、立民） 

  石垣のりこ議員（参議院 立民） 

 

※地元国会議員への要請を徹底して呼びかけます。 

県労連の要請行動で自民党の対応承諾もあり、県労連、社保協の最新の 

要請議員数を集約します。 

 

※全国会議員を対象に地元から要請していくことが大事 

※地元の議員にも要請すること。 

 ※記者会見でのアピールは、運動の到達と地域の状況、実態を訴える。 

  

３）後期高齢者医療制度のたたかいについて 

①７５歳二倍化中止のたたかい～別紙「署名推進打ち合わせ報告」参照 

 1.２・１８署名提出国会集会 

２月 18 日、「75 歳以上医療費２倍化中止を求める署名提出集会」（主催：中

央社保協、全日本年金者組合、高齢期運動連絡会、医団連）を開催。国会議員

４人を含め、WEB 参加も併せ約 120 人が参加しました。法律成立後から集め始

めた請願署名累計約 20 万５千筆を提出しました。また、唐鎌直義佐久大学特

任教授を講師に学習会も行いました。（ニュース参照） 

 

※神奈川社保協の取り組み> 

１８日の無行動には、署名を神奈川から２７０００を持ち込んだ 

公団自治協から４０００筆余り、土建あわせて全体で５万を超えた 

街頭の行動が難しい中、組織的に署名を集めている 

公団自治協は、全戸配布で対応 

民医連は機関紙と一緒に署名用紙を渡す。医療生協は２０００を超えて集約 

した 

生協労連は 2000 筆を超え、新婦人も奮闘している 

定例宣伝行動でも７５歳署名を位置付けている  

現在署名紹介議員は１０人 

 

※今後１０月実施の中止を求める法案を提出が求められる。具体的にどうす 

るか。国会の中で動きを作り、中止の道筋を示すことが大事。 
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※予算組み替え動議が衆議院で共産と立民から出された。 

※世論をつくり、予算後の中止法案をどうするか。 

※参議院選挙の中での政策化。地元からの要請を強め、「このコロナ禍の中 

で、実施するのか」という声を広げる。 

※宣伝物として、保団連のチラシ、ポケットティッシュの活用を。 

 

2.これからのとりくみ 

７５歳医療費二割化の１０月実施をストップさせるために、世論構築と生活

実態等のアピールが重要です。 

二割化実施を阻止するための地域からの共同をさらに強めていくことが求め

られています。 

1. 「岸田さんこの声聞いてよ」アンケート 目標 1 万  5 月中旬までに 

  高齢者生活実態調査 ２００例  集約３月末、５月中旬までにまとめ 

2.４・２１署名提出行動を計画します。 

3.社保協、年金者組合、高齢期運動連絡会で共同し、４７都道府県での「署名

推進決起集会（仮）」を４月に開催する。 

4.「とメールニュース」を発信 

 

４）介護改善の取り組み（部会資料参照） 

①２０２１介護・認知症無料電話相談報告について 

社会保障誌春号で掲載。→最終修正し報告として求めた。 

 

②２０２２介護・認知症無料電話相談の実施について 

 ・日程 ２０２２年１１月１１日（金） 予定 

 

※日程は、２０２２年１１月１１日で実施する 

※相談件数については、東京のセンターに延べ４７３２件かかり、つながった

のは１５６件。（３．３％） 

※各県での電話件数を参照し、各県での相談窓口の設置を図り、１００件以上

の相談電話がかかった県は電話を２件以上設置するなどの対応について検討す

る。 

※相談当日のマスコミ<特にＮＨＫ>の対応にも左右されるところもあるが、電

話件数をみるとよく検討しないといけない。 

※介護電話相談の受付窓口はブロックごとに集中させることも可能なので検討

が必要では。 

※相談の広報、宣伝が重要。 
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※日程を変更したら同じフリーダイヤルを使用できるかどうか、検討を。 

※土曜日に実施すると、ケアマネは対応できない実態もある。平日でシフトに

入れる方が対応しやすいのでは。 

※相談員の体制の検討必要。介護相談だけではなく、生活相談、労働など多岐

にわたる。相談先の紹介も必要。 

 

③介護職の賃金引上げのたたかいについて 

※４月１７日（日）介護シンポジウム（オンライン）を開催  

 

５）国保改善の取り組み 

①２２年度国保料改定について（再掲） 

◆各県の状況  

 ・北海道（２２年度北海道予算要望に対する回答） 

・埼玉（埼玉県国保運営協議会会議資料） 

 本算定が公表され、納付金は秋の試算よりは減額となりました。 

 1 人当り保険税必要額は、６３全市町村が引上げとなっていますが、納付 

金では 7つの自治体では減額です。 

・千葉（第３０回「社会保障の充実を求める自治体要請キャラバン」自治体 

回答） 

・京都（京都府国保事業費納付金算定結果 エクセル表） 

・大阪（大阪府統一国保料率本算定資料） 

 

・神奈川 

 神奈川県より納付金から算定した各市町村国保の標準保険料率について提 

示され、2月 8日以降、公表可とされた。 

 モデルにそって、現行保険料との対比表を作成した。 

 標準保険料率については、総じて 5％程度の引上げとなった。 

 引き上げの根拠は、医療費の増加と被保険者の構造問題（前期高齢者が大 

量に後期高齢者に移行し、若年の新規加入者が非正規など）。 

 下がるのは、三浦市、二宮町、松田町、山北町、真鶴町、清川村の 6市町 

村で、医療費の支出の状況によると思われる。 

 1 月 20 日、相模原市の国保運営協議会が開催。県の納付金ベースの保険料 

は 5.5％の引上げ。基金活用（8.8 億円）と市独自の減額制度の導入（一般 

会計から約 1億円）で、5％の改定に抑えることを確認。18 才以下の子ども 

の均等割額を半額に減額する（国の未就学児への減額を市単独事業として減 

額）（市内の対象約 8400 人、総額 約 1億 3000 万円）。 
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 各市町村の 3月議会で、2022 年度の市町村国保の保険料率改定が行われ 

る。地域で各市町村の国保課との懇談をすすめる。 

11 月に開催した全県国保改善交流会の提起をもとに、以下の点に留意して 

要請。 

 

①保険料引き下げのための手立て、財源を要請する。法定外繰入の維持・増 

加、基金からの拠出など。 

②子どもの均等割減免などの市町村単独事業の拡充を要請する。 

③資格証・短期証の発効をゼロにする。滞納・取り立てを強化せず、「医療 

を受ける権利を優先する」姿勢を求める。 

 

②各自治体の国保料改定状況についての情報収集、自治体要請・懇談、地域で

の報告集会等の開催を呼びかけます。 

 ・大阪府統一国保学習決起集会（2月 10 日） 

 ・千葉県国保アンケート  

 ・神奈川国保調査 

 ・福岡 制度全般で自治体アンケートに取り組む 

 

③愛知・要望「市町村の法定外繰り入れ制限撤回」 

～沖縄社保協国保学習会資料参照 

 愛知県社保協より、表記の要望について国会議員への要請、懇談についての

依頼、相談がありました。 

 議員との懇談設定は日程的に厳しい状況ということで、国保部会でも厚労省

要請（コロナ禍での減免等の継続、拡充等の課題も合わせ）を設定します。 

 

④後期高齢保険料の動向 

 <北海道>２月 18 日の北海道後期高齢者医療広域連合議会に提案される 

来年度の北海道後期高齢者医療保険料（案）を入手しました。 

 平均年額保険料は 94348 円で、現在と比べて 92 円下がります。 

 均等割 51892 円（現在 52048 円） 

 所得割 10.98％ （現在と同じ） 

剰余金２４０億円を活用したそうです。 

<千葉県後期高齢保険料>  

〈埼玉〉2022・23 年度保険料の改定 

均等割 4 万 1700 円➡4 万 4170 円 2,470 円増 

所得割 7.96％ ➡ 8.38％ 0.42 ㌽増 
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1 人当り保険料(軽減前)9 万 657 円➡ 9 万 3979 円 3,322 円増 

1 人当り保険料(軽減後)7 万 6148 円➡ 7 万 8773 円 2,292 円増 

 

⑤当面する取り組みについて（国保部会議題より） 

1.次年度国保料（税）についての情報把握と地域での報告集会、学習会等を開

催し、住民、加入者への国保料の状況について知らせ、学習、宣伝を強めま

す。保険料納金算定作業が各地で進んでおり、運協の傍聴をはじめ、情報収集

に努めます。 

2.国保料（税）をはじめ、短期証・資格書の発行状況等について、各地の状況

集約に努めます。 

3. 子供の均等割りについて、２０２２年度から未就学児の均等割保険料を半

額にする法改正を行われました。１８歳までへの対象拡大と全額免除を国に求

め、自治体に対して、国の制度に上乗せする独自減免を求めます。 

4. ３月議会をはじめ、地方議会への要請に取り組みます。進んでいる社保協

の運動を教訓に、各県・地域で強めます。 

 ◆法定外繰り入れをやめるのではなく継続、充実を。 

 ◆国保料の統一をやめ、払える国保料とすること。 

 ◆短期証、資格書の発行をやめること。 

 ◆子供の均等割りの国が定める対象の範囲を拡大し１８歳までを求める 

 →千葉県社保協要請書参照 

 

5.学習推進、国保パンフ（第２弾 仮称）の発行を検討します。 

⑴データ配信を基本に、社保誌の連載企画、記事の活用等も含め検討します。 

⑵学習会資料等、中央社保協ホームページにデータ提供をはじめ活用します。 

 →社保協ホームページに「国保データバンク」の作成を具体化します。 

⑶滞納処分対策Ｑ＆Ａパンフの活用を目指します。 

6.厚生労働省交渉をはじめ、レクチャー等の開催を計画します。 

7.滞納・差押処分について滞納処分対策全国会議等との共同を強めます。 

 

６）生活保護基準引き下げ反対訴訟 

 ３月７日の秋田訴訟は不当判決。 

佐賀（５月１３日）、熊本（５月２５日）、仙台（７月２７日） 仙台と判決

日が確定しており、各地での地裁宛署名を改めて要請する。 

 「いのちのとりで裁判全国アクション」が７月２日に総会を予定しており、

オンラインでの参加を呼び掛けます。 
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７）年金改善の取り組み 

２月３日に年金・労働法制署名スタート集会が開催され、高齢者の年金の現

状、年々引き下げられていく年金制度の仕組み、若い世代への影響、最低保障

年金の財源は十分にあることなどを学習し、岸田内閣がコロナ禍にもかかわら

ず２０２２年度の公的年金額を０．４％引き下げることを表明しており、年金

者組合、全労連を中心に抗議行動が展開されています。 

  

①若者も高齢者も安心できる年金と雇用を！の第一次署名提出と国会議員要 

請、公的年金０．４％の引き下げ許すな決起集会。                   

◆日時 3 月 24 日（木）11 時から 13 時 ※終了後国会議員要請 

◆会場 衆議院第一大会議室とオンライン 

 

②若者も高齢者も安心できる年金と雇用を求める署名を推進します 

 第一次集約 ３月１５日 

 第二次集約 ５月１５日 

 

（３）学習運動の推進について 

①社会保障入門テキストを活用した学習運動を<別紙参照> 

1.社会保障入門テキストは、現在、６８９８冊が、普及活用されています。 

 入門テキストを活用した学習会について、福岡歯科保険医協会、新婦人太田

支部の取り組みを社会保障誌春号（２０２２年３月発行）で紹介します。各地

の取り組みを集約します。 

群馬民医連・郡馬保健企画、兵庫民医連・奨学生と担当職員の学習資材、岡

山民医連・水島協同病院、徳島民医連・二年目研修会等で検討中です。 

2.テキストの補講（社保テキストチーム会議資料参照） 

社会保障入門テキストの補講を、春号より連載します。 

第１回（春号）「社会保障運動の歴史」（仮）～神戸大学 井口教授 

3.テキストの version アップ（第２弾）について、テキストチーム会議で検討

し、２０２３年初夏号（５月１０日発行）での発行を目指します。 

4.第２弾の発行に向けて「フリートーク」の開催を検討します。 

 

京都社保協が入門テキストを使って、事務局会議でテーマごとに学習会を開い

ています 

 

5.憲法改悪を許さず、参議院選挙での世論構築を目指す学習会等の取り組みに

参加を呼びかけ、ホームページ等での宣伝に努めます。 
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（４）憲法改悪をストップさせる当面の取り組み 

憲法改悪を許さず、「憲法 9 条と 25 条」など平和と人権を守り抜く立場で、

地域からの反撃を参議院選挙へ向け、社保協として関係団体、実行委員会等と

共同し取り組みます。 

①社会保障誌 2022 初夏号（5月１０日発行予定）を「憲法特集号」として発

行し、学習・宣伝資材として活用します。（企画書参照） 

 ウクライナ侵攻の中、特に参議院選挙に向けて「９条」守れの世論構築は重

要であり、さらに、２５条、１３条等憲法の価値を訴え、「憲法を守り活か 

す」呼びかけを進めます。 

 特集号では、「Ｑ＆Ａパンフ」（８ページ仕様）を抜き刷りで発行することを

検討し、全国的な「憲法」学習を推進します。 

 ②「憲法特集号」の発行とともに、「特集号」を題材とした憲法学習会（オ

ンライン）を検討します。 

また、他の団体、実行委員会の学習会の取り組みに共同します。 

 

（５）当面する行動日程等 

①宣伝行動 ※感染状況に留意して予定 

  １４日「４」の日宣伝（中央は、巣鴨駅前）、 １２時～１３時 

２５日社会保障拡充宣伝（中央は、御茶ノ水駅前を基本）１２時～１３時 

新いのち署名の宣伝行動提起 

※２５日を含む週のゾーンでの宣伝行動提起 

※全国一斉宣伝行動：２月２５日（金）、４月２５日（月） 

 

②定例国会行動（隔週水曜日を基本に予定 １２時１５分 衆議院第二議員会

館前） 

 ３月９日、３月２３日、４月６日、４月２０日、５月１１日（統一行動のた

め中止）、５月２５日、６月８日 

    

③障全教より要請 

・「障タイムス」の購読について（再掲） 

  個人購読に加え、団体購読を社保協加盟組織、各県社保協に要請 

 ・天海訴訟 「東京高裁での憲法と法律に基づく公正な判決を」求める団体 

署名、個人署名、ネット署名の協力要請 

４月２２日の口頭弁論に向けてり署名推進 
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④加盟団体報告 

※子ども医療ネットワークが新署名を９月から取り組む予定で検討中です。 

 

※旧優生保護裁判が２月２２日に大阪高裁で原告が勝訴しました。 

①優生保護法は明白な憲法 13 条・14 条違反 

②憲法違反の法律をつくった国会議員やそれを実行した国の責任を認め 

③除斥期間（不法行為があっても 20 年が経過すると請求権がなくなる）は適

用すべきではない等を指摘し、原告に対して賠償金の支払いを国に命じまし

た。 

 

⑤中央社保協２０２２年度全国総会 

２０２２年８月３日（水） オンライン会議で予定します 

 

⑥次回日程案 

  第９回運営委員会  ４月 ６日（水） 

  第１０回運営委員会 ５月１１日（水）※連休のため第２水曜日開催 

  第１１回運営委員会 ６月 １日（水） 

  第１２回運営委員会 ７月 ６日（水） 

   ※時間はいずれも１３時半～ 

   ※コロナ感染拡大の状況から当面オンライン開催とします。 

20



人権としての医療・介護東京実行委員会 ＮＥＷＳ ＃１１ 

2022.3.12 人権としての医療・介護 東京実行委員会 事務局作成 

 

第３次請願署名、５７，５１１筆を提出しました 

3 月 4 日午後に第 3 次署名 14,593 筆を 3 回目分とし

て、さらにその場で「月曜まで」と粘って 7 日に 455 筆

を 4 回目分・最終として提出しました。島嶼からも数百

筆が届きました。１筆 2 筆と署名が集まるたびに郵送し

てくださった方や“頑張って欲しい”と便箋に一筆添え

た郵送も沢山ありました。トータルで 57,511 筆の提出と

なりました。事務局にはその後も連日署名が寄せられ、

すでに千筆を超えています（議会へは提出できませんが、

署名の集約はしばらく続けますので、まだ手元にあれば事務局へ送付ください）。 

事務局へ「署名用紙を送って欲しい」「都立・公社病院の役割がよく解るチラシだからたくさん送

って欲しい」「署名やチラシを自分で印刷するから版下を送って欲しい」などの電話も増えました。

都立病院廃止、独法化を都民が知れば知るほど、中止を求める世論が湧き起こってくることを実感

しています。3月 15日には都議会厚生委員会で請願審議が行われ、17日に採決が行われます。イン

ターネット中継されるので、各会派議員がどの様な態度をとるのか、ぜひ注視しましょう。 

 

2 月 22 日、都議会包囲行動に 450 人 

都議会本会議で各会派代表質問が行われた

22 日昼、「都立病院を廃止するな！独法化は中

止しろ！」と意思表示を行いました。小池知事

は施政方針で7月からの独法化には一言も触れ

ず、世論の拡大を恐れています。大々的に新聞

広告を出したのもメディアを沈黙させる一環

だったのではないでしょうか。 

 

｢都立・公社病院を守れ！｣と都内を走る 

各地域の都立病院・公社病院を

守る会は、地域の労組や諸団体と

ともに病院前や近隣駅前での宣

伝署名行動を強化してきました。 

特にこの間、都立病院の充実を

求める連絡会は、連日のように労組宣伝カーを借り、運行協力

も得て、都内全域に訴えが届くようにと「スポット宣伝テープ」

を流しながら宣伝署名行動を行っています。 

●３月１５日(火) １１時半～１２時半 都議会包囲大行動 (都庁第一庁舎向かい歩道) 

●３月２５日(金・都議会閉会日) １７時半～１８時半 新宿駅西口または東口（連絡会） 
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 3月最初の土日となった5日、6日の2

日間、連絡会として東京地評の宣伝

カーをお借りして墨東病院の地域と松沢

病院の地域を宣伝して回りました。 

 2日間、参加して頑張ってくれた事務

局の渡辺さんからの投稿です。 

 3月5日、10時にラパスを出発し、東

陽町で墨東守る会喜入さんと合流、東

陽町・南砂町を流し、11時50分から西

葛西南口で宣伝行動。ビラの受け取り

良く、「妹が墨東病院にお世話になっ

た」という若い女性や、独立行政法人の

ことを知っているという若い男性などが

署名に応じてくれました。その後、葛西

地域の団地等を流し、葛西駅、錦糸町

南口、亀戸駅頭で宣伝を行いました。  

 墨東守る会から錦糸町8名、亀戸12

名（錦糸町と重複あり）が参加。特に亀

戸駅では次々と署名に応じてくれ、対話

も広がりました。独法になることを「知ら

ない」人が多く、知らせることの重要性を

さらに痛感、都側があの手この手で宣伝

している効果がないことでもあると実感し

ました。行動への参加者が多いことが行

動成功のカギで事務局メンバーも大い

に励まされました。錦糸町では年配の男

性二人が「自分たちも宣伝するよ」とチ

ラシとティッシュを持ち帰ってくれるという

嬉しい出来事もあり、署名33筆、持ち込

みも28筆で計61筆となりました。 

 3月６日は松沢病院を守る会メンバー
2名と共に宣伝カーによる宣伝行動を実
施しました。 
 今までに守る会で取り組んでいない駅
頭でとの意向から、駅前が比較的広いで
あろう京王線つつじが丘と国領、小田急
線狛江駅を候補に挙げ、また東急田園
都市線方面には行ってないとのことで二
子玉川駅で実施する計画でスタート。 
途中、仙川アパートや神代団地を流し、
駅に向いましたが、宣伝カーを止める場
所がなく断念し、狛江駅に向かいました。 
 狛江駅前広場では歌声のイベントが開
かれており、邪魔をしては逆効果と判断

しこれも断念。ここで窪田氏と合流し染
地団地を流してから二子玉川に向かい
ましたが、駅前周辺は駐車場に入ろうと
する車で大渋滞しており、これも断念。
最終的に三軒茶屋で30分程度宣伝を
行いました。折しもウクライナ支援の宣伝
行動が行われていましたので、終了後に
こちらの宣伝を行いました。ティッシュの
受け取りは良好で署名は8筆でした。 
 団地を流す宣伝には小学生や中学生
が歓声を上げて手を振ってくれ、通行人
や団地の窓から手を振ってくれる人が散
見され、笑顔の絶えない宣伝行動となり
ました。 

松沢地域は駅での宣伝が困難 三軒茶屋で宣伝 
流し宣伝では手を振ってくれる人多く 笑顔絶えない宣伝に 

発行 2022・3・7 117号 

〒170-0005  豊島区南大塚2-33-10 

 都立病院の廃止条例が15日の厚生委員
会で審議されることになっています。ここで決
定してしまえば、独法化への階段をさらに
上ってしまうことになります。 

 都議会議員に私たちの声を届ける手段と

してツイッターで発信する方法がありますの

で、みんなで取り組みましょう。他の都民や

の本中にも知らせることができます。 

 右のバナーは連絡会ホームページを参照

してください。 
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 2021年11月11日
介護・認知症なんでも電話相談 フリーダイヤル電話件数

都道府県名 総呼数 完了呼数 接続完了率 時間外呼 平均通話時間 集約表データ 差
北海道 173 3 1.7 0 17分36.0秒 3 0
青森県 66 1 1.5 0 6分14.5秒 1 0
秋田県 29 0 0 0 0.0秒 0 0
岩手県 155 9 5.8 0 28分40.0秒 8 1
宮城県 79 4 5.1 4 15分47.5秒 4 0
山形県 104 4 3.8 1 27分45.0秒 4 0
福島県 112 5 4.5 2 23分7.0秒 3 2
新潟県 156 4 2.6 5 12分43.5秒 2 2
長野県 185 4 2.2 2 17分7.5秒 5 -1 
群馬県 68 3 4.4 0 33分28.5秒 2 1
栃木県 32 3 9.4 0 26分6.5秒 1 2
茨城県 136 4 2.9 0 17分25.5秒 4 0
東京都 809 29 3.6 10 18分54.0秒 26 3
神奈川県 217 6 2.8 0 13分10.0秒 7 -1 
千葉県 184 5 2.7 0 16分20.0秒 3 2
埼玉県 124 4 3.2 0 19分17.5秒 5 -1 
山梨県 0 0 0 0 0.0秒 0 0
愛知県 212 6 2.8 0 18分36.5秒 4 2
静岡県 83 7 8.4 0 15分3.0秒 7 0
岐阜県 60 1 1.7 0 1.0秒 1 0
三重県 0 0 0 0 0.0秒 0 0
富山県 107 3 2.8 0 26分27.0秒 3 0
石川県 86 1 1.2 0 15分37.5秒 1 0
福井県 71 4 5.6 0 15分50.0秒 2 2
大阪府 126 0 0 0 0.0秒 1 -1 
京都府 12 1 8.3 0 18分55.5秒 1 0
滋賀県 1 0 0 0 0.0秒 0 0
奈良県 99 3 3 4 24分10.0秒 2 1
和歌山県 7 2 28.6 0 10分56.0秒 2 0
兵庫県 127 5 3.9 0 15分37.5秒 2 3
岡山県 75 1 1.3 1 25分35.0秒 0 1
広島県 124 3 2.4 0 36分4.0秒 4 -1 
島根県 44 3 6.8 0 20分9.0秒 3 0
鳥取県 6 0 0 0 0.0秒 0 0
山口県 13 0 0 0 0.0秒 0 0
香川県 6 1 16.7 0 12分16.0秒 0 1
徳島県 40 0 0 0 0.0秒 0 0
高知県 12 1 8.3 0 3分55.5秒 1 0
愛媛県 102 2 2 0 23分17.0秒 2 0
福岡県 321 11 3.4 3 19分17.0秒 8 3
佐賀県 15 1 6.7 0 4分29.5秒 0 1
長崎県 163 7 4.3 0 13分12.5秒 4 3
熊本県 21 0 0 0 0.0秒 0 0
大分県 11 3 27.3 0 23分31.0秒 1 2
宮崎県 80 0 0 0 0.0秒 0 0
鹿児島県 65 2 3.1 0 25分47.5秒 2 0
沖縄県 12 0 0 0 0.0秒 0 0
050番 2 0 0 0 0.0秒 0 0
その他 0 0 0 0 0.0秒 19 -19 
合計 4732 156 3.3 32 19分19.5秒 148 8
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東京地裁民事第３部担当裁判長 殿 
 

新生存権裁判 東京訴訟（生活保護基準引下げ違憲訴訟） 

公正な審理を求める要請書 

 
厚生労働省は２０１３年８月から２０１５年４月までの１年９ヶ月で、生活保護基準を

平均で６．５％、最大で１０％の引下げを行いました（削減額 ６７０億円）。生活保護利

用者の９６％の世帯が削減されるという前例のない引下げです。 

このことは生活保護基準部会における検証結果を正しく踏まえておらず、基準部会など

専門家による吟味を一切経ておりません。また、多くの生活保護利用世帯が購入すること

のないデジタルテレビやパソコンなどの大幅な値下がりを保護基準引下げの根拠とした

「デフレ調整」が誤っていることは、大阪地裁判決でも認められました。 

生活保護を利用する方の生活実態は、食事の回数や惣菜の量を減らす、風呂の回数を減

らす、友人などとの付き合いを減らすなど厳しい生活がさらに厳しくなっています。これ

は国民に「健康で文化的な最低限度の生活」を保障し、国に対してその努力を義務づけて

いる憲法２５条に明確に違反したものです。 

生活保護基準はナショナル・ミニマムとしての役割を持ち、最低賃金、就学援助基準、

住民税非課税基準、保険料や医療費等の減免の基準の基にもなっています。 

貴裁判所におかれましては、原告の実情やこのような状況を踏まえ、徹底した審理の中

で、公正な判断を下されることを強く求めます。 

 
  

お 名 前 ご    住    所 

  

  

  

  

  

※個人情報は適切に管理し、署名提出以外の目的では使用しません 
 

新生存権裁判を支える東京連絡会 
〒170－0005 東京都豊島区南大塚３－５１－２ 大塚斎藤ビル１階 
電話 ０３（５９６０）０２６６ FAX ０３（５９６０）０２６８ 
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生存権裁判を支える東京連絡会

第１３回総会開催のお知らせ

日時：５月２９日(日）１時３０分～
会場：けんせつプラザ東京

（ＪＲ中央線大久保駅３分、山手線新大久保１０分）

第１部 記念講演

「生存権裁判と生活保護行政の今」

講師 田川英信さん

いのちの砦全国アクション事務局

第２部 総会

これまでの裁判で原告弁護団は、国が生活保護基準引き

下げの根拠としてきた「マイナス４．７８％の物価下落、

デフレ調整」をことごとく論破して「物価偽装」してきた

ことを明らかにしましたが、２月８日の第１１回口頭弁論

では国はこれまでのデフレ調整の目的を「生活保護受給者

世帯の可処分所得の実質的増加の調整」としてきましたが

「相対的」という字句を加えることで「一般国民との不均衡の調整のため」とすり替えてき

ました。この「すり替え」は、３月７日の秋田地方裁判所における不当判決の中でも行われ

ています。

原告弁護団は、この「すり替え」の根拠や過程を今後の裁判の中で詳細に追求していくと

ともに、原告の日々の生活が本当に「健康で文化的」なのかを示し、裁判官が原告の訴えに

向き合うよう働きかけていくことにしています。

コロナウィルス感染の蔓延など諸般の事情で総会を開けませんでしたが、約３年振りに開

きます。万障お繰り合わせの上ご参加下さい。

生存権裁判を支える東京連絡会
（事務局）

東京社会保障推進協議会 （０３）（３９４６）６８２３

東京都生活と健康を守る会連合会（０３）（５９６０）０２６６
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2022/3/23

1

東京民医連
コロナ禍を起因とした困窮事例調査報告
2020年～2021年

法人別報告数

健和会

東京勤

労者医

療会

健友会

城南福

祉医療

協会

東京ほく

と

東京保

健生協

健康文

化会
健生会

東京葛

飾医療

生協

南葛勤

医協
健愛会

すこやか

福祉会

福祉協

同サービ

ス

城南保

健生協

目黒医

療生協

三多摩

福祉会

西都保

健生協

2021年 0 7 2 0 13 0 2 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2020年 16 13 1 26 15 8 77 1 1 2 4 2 1 1 2 2

計 16 7 15 1 39 15 10 86 1 1 2 4 2 1 1 2 2

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

法人別報告数
2020年 172件 2021年 33件
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2

男女比

男, 13件, 

41%
女, 19件, 

59%

2021年

男, 78件, 

49%

女, 80件, 

51%

2020年

男, 91件, 

48%

女, 99件, 

52%

２年間合算集計

2020年は男女比ほぼ同数であったが、2021年に入り、女性の割合が増える。
妊娠中の困窮事例や家族の問題が目立つ。

年代

0

11
6

12

25

8

30

49

15

10 2 5 4 5 6 3 6
1 0

0
10
20
30
40
50
60

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 90代 不明

年代別

2020年 2021年
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3

年代の特徴
①７０～９０代の高齢者に関する案件が多い。
(事例)
・独居で、家族の訪問出来ず、認知症がすすみ、健康状態も悪くなったケース
・感染への懸念からデイサービスを休止、自宅内で過ごす時間が増え、全般的な機能低下をきたしたケース
・入院中の面会制限、退院カンファレンスの未実施によりご本人の病状、状況把握ができず
自宅受け入れの準備が整わない中での退院。家族は混乱し、患者は再入院を繰り返したケース。

・認知症対応型デイに通っていたが、家族が不安に思い、デイを休んでいたところ、さらに認知症が進み、
家族も対応に苦慮してストレスとなり、本人に強い口調で指示するなど悪循環が続いている。

・コロナ感染が心配で受診控え・外出機会の減少となり、心身ともに落ち込んでしまっているケース。
・従来より短期入所サービス活用。担当ケアマネが予約相談をするが「コロナウイルスの関係上､ 短期入所
受入は退院後2週間の期間をあけて頂きたい」と説明されて、家族が仕事と介護に支障が出てしまったケース。

高齢者の案件は、コロナウイルス感染拡大の影響で、医療・介護サービス利用が不十分な状況になり、
その結果本人のADLの低下や家族の生活や仕事に影響が出て来ているケースが多い。

②50代以下は失業や収入減による困窮が多い。
（事例）
・勤務先のホテルの営業自粛により収入が激減し入院診療費が困難となり無料低額診療事業を適応した事例
・コロナ禍による収入減により治療中断、糖尿病が悪化した事例
・コロナのため、仕事がなくなり、受診を控え下腿切断に至った事例
・５～6年前から働いていたが、コロナの影響でお店が４月に閉店。手持ちのお金がないため無低診希望。
・コロナの影響で派遣切りにあい無職・無保険。
・第2子妊娠中の妊婦さん、夫がコロナ禍で失職し経済困難に。
・タクシー運転手に転職したが、コロナのあおりを受け、仕事が減少。腰痛を発症。他院受診したが、
医療費の心配から中断。悪化し、当院に受診し、その後救急搬送され、入院となる。その後生活保護の申請
のために、相談対応。入院後、生保受理、住居設定をサポートしたケース。

コロナウイルス感染拡大により、失業や収入減になり、医療費負担に不安を抱え、受診を控えたため、
症状が悪化したケースがみられる。外国人を含め、無保険のケースが多い。
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4

職業・地位別

正社

員

パー

ト・ア

ルバイ

ト

契約

社員
派遣

業務

請負・

個人

事業

主

自営

業
無職 その他 不明

2021年 1 4 4 0 3 1 18 0 1

2020年 10 20 3 2 6 5 88 9 6

計 11 24 7 2 9 6 106 9 7

0
20
40
60
80

100
120

職業・地位別

無職の方が圧倒的多いが、高齢者層の報告件数が
多い為である。

現役世代では無職とともにパートアルバイト層の報告
が目立つ。

0

10

20

30

40

50

60

職業・地位 年代別

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 90代 不明

家族構成

0
5

10
15
20
25
30
35
40
45
50

家族構成

2021年
2020年

0
1
2
3
4
5
6
7

家族構成年代別 男

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 90代

0
1
2
3
4
5
6
7

家族構成年代別 女

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 90代

調査では一人親世帯と回答しているケースはほとんどが高齢の親+子であり、
子育て世帯の母子or父子家庭ではない。

報告全体の内、不明をのぞき
独居+夫婦のみ世帯で64.7%を占める
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5

住居

借家・アパート

39%

実家

0%持ち家

32%

会社寮・社宅

0%

知人宅

13%

路上・屋外・車中

生活

3%

ネットカフェ・サ

ウナ等

0%

民間シェルター

0%

その他

0% 不明

13%

相談時の住居（２０２１年）

相談時の住居のデータがはっきりし
ているのは2021年のみ

国籍

日本国籍, 

161件, 

94%

外国籍, 

11件, 

6%

国籍別 ２０２０年

日本国籍, 

26件, 

81%

外国籍, 

6件, 

19%

国籍別 ２０２１年

2021年は前年と比べ、外国籍の方の報告の割合が増えている。
コロナの長期化で帰国困難になっているケース、VISA切れで無保険になっているケースが目立つ。
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外国人の事例検討

20代, 5名, 29%

30代, 5名, 29%40代, 1名, 6%

50代, 2名, 12%

60代, 1名, 6%

80代, 3名, 18%

日本国籍以外 年代別

日本国籍以外１７名
内コロナ禍により帰国困難者7名

失業５名
就労収入減少２名

不法滞在者

事例の分類

失業

事業収

入の減

少

就労収

入の減

少

所持金

わずか

受診控

え

罹患・増

悪（精神

含む）

生保の

水際作

戦

住居問

題

家庭内

問題

（DV
等）

給付手

続き関

連

誹謗・中

傷、風

評被害

等

その他

2021年 10 4 6 5 3 6 0 3 0 0 0 8
2020年 23 13 36 25 20 25 5 18 7 6 14 78
計 33 17 42 30 23 31 5 21 7 6 14 86

0
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40
50
60
70
80
90
100

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

困窮要因事例

2020年 2021年 計

失業

9%

事業収入の減少

5%

就労収入の減少

13%

所持金わずか

9%

受診控え

7%

罹患・増悪（精神含む）

9%生保の水際作戦

2%

住居問題

7%

家庭内問題

（DV等）

3%

給付手続き関連

2%

誹謗・中傷、風

評被害等

5%

その他

29%

2020年
失業

22%

事業収入の減少

9%

就労収入の減少

13%

所持金わずか

11%

受診控え

7%

罹患・増悪（精神

含む）

13%

生保の水際作戦

0%

住居問題

7%

家庭内問題（DV

等）

0%

給付手続き関連

0%

誹謗・中傷、風

評被害等

0%
その他

18%

2021年
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収入減少や所持金僅かの属性

0
1
2
3
4
5
6
7
8

所持金僅か 職業地位 男

20代 30代 40代 50代 60代 70代

0
1
2
3
4
5
6
7
8

所持金僅か 職業地位 女

20代 30代 40代 50代 60代 70代 90代

0

1

2

3

4

5

6

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 90代 不明

所持金僅か

男 女 不明

男２０名の内１４名独居
女９名の内６名独居

30～40代男、
失業5名、フリーランス仕事収
入減1名、給与未払い1名
独居6名、残り3名は不明
外国籍3名

60～70代
失業、仕事収入減７名

受診控え事由の状況

3

1 1

5

1

4 4 4

0

1

2

3

4

5

6

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 90代

受診控え

男 女
受診控え23名中 所持金僅か4名(内３名が５０代）
就労収入の減少４名（２０代２名、５０代２名）
受診控えにより罹患憎悪したケース３名
高齢者のコロナ感染不安による受診控えも目立つ。
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無料低額診療事業の状況

1

2 2

1

0

1

2

3

40代 50代 60代 70代

2021 無料低額診療 利用者

男 女

無料低額診療事業利用者６名 うち就労収入の減少３名、
事業収入の減少 失業１名
所持金僅かより無低につながっているケース ３名

データとして無低の状況があるのは
2021年のみ

生活保護受給状況

1

2

1

0

1

2

3

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代

2021生保受給者

男 女 総計

生活保護受給状況は2021年調査でのみ把握
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年代別 困窮要因

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代

失業

男 女

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 90代

事業収入の減少

男 女

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代

就労収入の減少

男 女

40～50代を中心に各年代で失業が発生
特に50代では男女とも就労収入の減収
が目立つ。

困窮要因 誹謗中傷

0

1

2

3

4

5

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 不明

誹謗中傷

男 女 不明

誹謗中傷事例の要因のほとんどがコロナ要因のものである。
（事例）
・都外在住者が都内病院退院後、２週間の自宅待機（地元の病院の通院禁止)を求められたケース
・都外施設入所時、到着後検温で発熱が認められ、入所NGになったケース
・東京区内他病院でクラスターが発生していたため、退院時に都外の有料老人ホームへの直接の入居をお断りされた
ケース
・コロナ受入病院で就労していた非常勤職員が、もう一つの就労先より２週間の自宅待機と陰性証明を求められた。
・中国出身の方が、中国由来のウイルスという報道が蔓延した事を受け、変な誤解を受けるのであればと、自ら介護
サービスの利用自粛をしたケース
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コロナ影響の医療介護・生活の滞り事例
・自宅退院が難しい状態のため、関東の某県の有料老人ホームへの入所を目指していたが、「東京都内在住の方
は入所不可」と言われ、県内全域の介護施設から断られてしまった。東京都の病院からの入所が断られたケース。

・埼玉県の介護保険の認定調査担当より、「東京都内の病院に入院中の場合、認定調査は行えない。（東京都内は
感染者数が多いため）自宅に帰ってから行う」と言われた。

・元々、うつはあったが普通に就業していたが、コロナのため在宅勤務となりうつが悪化。保育園に通う娘さんもコロ
ナの影響で保育園に与ってもらえず、就業中の奥様も4月より勤務出来ない状況となった。5月末より自宅に一人で
いることも困難となり、母親にも自宅に来てもらい、奥様も介護休暇を取得することとなった。本当であれば6月から
保育園も通院可能となり、奥様は就業再開予定であった。

・コロナの影響により保育園が登園制限がかかり、子どもも通園出来ず、スタッフは出勤できなくなった。

・20年以上出稼ぎ状態で都内で就労。（独居）脳梗塞を発症し当院でリハビリテーションを行う。ＡＤＬの改善が見ら

れ、退院となるが、退院を機に自宅のある東北地方のＡ県に戻ることになった。今後は、定期的な通院が必要なた
め自宅近所のＢ病院に今後の通院を打診。その際以下のような注意点があった。①退院後最低2週間は受診のた

めの来院はできない。②なるべく自宅内で過ごすように、出歩かないで欲しい（同居家族も）③受診予定日までに体
調が悪くなった場合は、救急要請してほしい。

・地域包括病棟から埼玉県の有料老人ホームに転所となった。施設に到着して玄関で検温をすると熱が37.3度あ

り、東京から来たということで受け入れるわけにはいかない。息子さんの自家用車で向かったが、送り返すと言わ
れた。当院ではコロナ陽性の方は受け入れはしていないし、病棟に発熱者や疑いの患者はいないと説明したが受
け入れてもらえず、結局中にもいれてもらえず帰ってきた。落ち着いたらまた、受け入れてもらえるのか聞いたが
「難しい」との回答で東京というだけで地方には高いハードルがあると感じた事例であった。

・コロナの影響で、家族面談に制限があり、退院後の介護指導が十分にできず、退院後に家族が介護ができない
ことが判明。経済的にも借金があり、ヘルパーなどのサービス導入に対して家族は積極的になれず、排泄や保清
などができない状況。1ヶ月経過して、在宅介護が難しいと家族も分かり、急遽施設入所と、生活保護受給を調整。

・腰椎圧迫骨折治療目的で入院。入院先でクラスター発生。PCR検査陰性だった。感染を恐れ転院を希望したが、

クラスター発生病院からの受け入れ先はどこもなく、即日退院せざるを得なかった。介護指導もないままの退院。ケ
アマネ・看護師がリモートで介護指導をおこなった。３日後、発熱したため、PCR検査実施。陽性が判明。アビガン投

与し、コロナに打ち勝ち、陰性となったが、廃用が進行し寝たきり。嚥下機能、食欲も低下し、経口摂取もできなく
なってしまった。本人の自宅に帰りたい。家族の自宅に帰らせたいという想いを受け、在宅サービス調整と介護指
導目的で、当法人病院に転院し、退院前調整会議を経て退院。退院日、訪問すると、嬉しそうな顔がうかがえた。７
日間を住み慣れた家で過ごし、死去した。
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・かねてより自宅前の道路拡張工事のため転居することは決まっていて、2月に近県で新居を見つけ、3月中には引っ
越す予定だった。週3回透析通院が必要なため、受け入れ先の病院を探したり、転居先でのケアマネ事業所の手配を

準備していた。都内の感染者数が増えだし、緊急事態宣言発令されるや受け入れ先予定だった病院から 受け入れ
拒否の連絡が入った。結局、5月の連休後、感染者数が少し落ち着いたタイミングで 病院から「受け入れるなら今！」
と連絡が入り、急遽引っ越し日を決めて転居した。

・要介護４の親を介護。月に半分はショートスティを利用し、入所の順番を待っていた。施設でコロナ感染が出てしまい、
１月半以上ショートの利用が出来なくなってしまった。ずっとその施設のショートを利用していたため、違うショート利用
では不安も強い。また空きもなく利用もできない状態。本人が夜間寝ないことが多く、介護している家族はずっと睡眠
不足の状態が続いていたため、身体的、精神的ストレスはマックスの状態となってしまい、自分の体調に不安を抱え
ている。やっとショート再開したが、体調はすぐれない状態が続いている。

・お子さんを生んだお母さんたちは４月からの復帰に向けて２週間をかけて慣らし保育を行って準備しています。今年
の育休復帰者は８名いました。職場では楽しみにしていました。しかし市から「コロナのため保育園自粛のお願い」の
文章が毎月届き、復帰のめどが立たずお母さんたちが不安に思っていました。徐々に育休復帰するお母さんが増え
全員復帰できたのは２０２０年8月でした。

・８０代の夫（要介護3・認知症）８０代妻（要支援1）。長いこと老々介護で認知症の夫を支える要支援の妻。夫が誤嚥

性肺炎を起こし救急搬送され、入院中にそのまま永眠される。入院中はコロナ禍の影響で一度も面会ができず、病院
に呼ばれた際には既に永眠した状況。現状を受け入れられない妻は気落ちしたまま引きこもり状態となる。状況改善
の為、通所型サービスの利用を促すもどこもコロナ禍の影響で新規利用の受付を中止した状況。

・デイサービス利用者に陽性者発生（月曜日朝判明）。同じデイサービス利用する他利用者に影響。①Aさん：日中独
居、認知症要介護1。上記デイサービスのほか、もう1か所デイサービス併用。Aさんは濃厚接触者ではないが、「感染
源が特定できない」との理由でそちらのデイサービスもその週は通所できず、1週間自宅で過ごすことに。②Bさん：独
居男性。月～土まで、日曜除き毎日上記デイサービスを利用。独居のため、ショートステイを申し込む。Bさんも濃厚
接触者ではないが、ショート受け入れてもらえず。

・国分寺市として介護予防活動として「集いの場」を勧めて担当エリア現在６ヶ所の地域にひろがり、健康予防活動が
やっと定着しはじめていた。コロナで、休止となり、フレイルが心配。体操をするということだけでなく、高齢者にとって
集まって会話をすることが大切である。電話などでの友人との会話をとお伝えはしているがなかなか難しいと思われ
る。地域の方は「コロナは怖いけど皆で体操はしたい」 ７月からスタートしたが結局８月からまた休止となった。

・現在ﾋﾞｻﾞが切れている。新型コロナの影響で入管局が機能しておらず国に帰れない。

・2019年5月に子を出産のため産休・育休を取得していた。育休からの職場復帰にあたり、院所の異動も重なったた
め職責者と面談も行い、1歳になる前の4月20日を復帰日とし育児時間取得予定だった。居住する市の認可保育園に
入園することができたが、慣らし保育も2時間までしか行っていない中市から登園自粛の要請あり。医療従事者の為
特例で保育することはできるが、1歳になるまでは自宅保育をしてほしいと再度保育園から依頼される。子の父親は
自宅保育には協力できず。職責者に相談し1歳の誕生日後の5月7日から職場復帰となった。慣らし保育も満足に行
えていなかったことや急な長時間保育による生活の変化により、親子ともストレスを感じることとなった。
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日本医労連は3月2日、全労連・国民春闘共闘などが主催する「22春闘勝利！3・2中央総決起行動」に参加

し、新「いのち署名」の提出行動を行いました。 

 参議院議員会館で行われた署名要請・提出行動の院内集会には

170人が参加。8人の国会議員と4人の秘書が参加し、激励をい

ただきました。新「いのち署名」提出行動には、医労連の加盟組

織代表者ら58人が参加。院内集会のあと、紹介議員へ署名を手

渡しに行き、現場の実態を訴えました。 

 新「いのち署名」は、3月2日時点で20万8,742人分集約。

紹介・賛同議員は3月4日時点で97人となっています。 

   

医労連
医労
連 

 

Mail News 

日本医労連 

TEL 03-3875-5871 
FAX 03-3875-6270 
n-ask@irouren.or.jp 
東京都台東区入谷1-9-5 

2022年3月4日 

No.93 

22春闘ニュース⑤ 

倉林明子参院議員に署名を手渡す 

国共病組のみなさん 

3/10は以下のハッシュタグをつけてTwitterデモに参加しよう！ 

ツイートの内容は、行動の様子でも現場実態でもなんでもＯＫ！！ 
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2022 年 3 月 1 日 

いのち・くらし・社会保障立て直せ一斉行動 

2 月 25 日 Twitter デモ報告 

中央社保協 事務局次長 林 信悟 

 

Twitter デモは 2 月 25 日（金）12 時スタート。バナー、ハッシュタグは以下の通り。ハッ

シュタグは「いのち行動 SNS グループ」に相談し 2/24 上記の内容に決定。中央社保協

Twitter で告知するとともに、各団体、組織への拡散を依頼した。 

 

Twitter デモ       予告 

2 月 25 日（金）12 時スタート 

タグ：#コロナ死者最多でも病床削減ですか 

 

2 月 22 日、2022 年度予算案が衆議院を通過し

参議院へ。オミクロン株の急拡大でコロナ死者

は過去最高に達しました。ベットが足りない、いのちが守れない事態に、国はこのまま、

病床削減方針を続けるつもりですか。 

 

上記 Tweet のインプレッションは 3 万 5112 件となった。295 いいね、315 リツイート、3

万人以上に見られました。ロシアのウクライナ侵攻により、SNS 上は騒然とするなか、ハ

ッシュタグ「#コロナ死者最多でも病床削減ですか」は、2/26（土）9 時現在で 3000 リツ

イートとなりました。 

 

2/25 ツイデモに参加した組織（21 組織） 

【社保協】中央社保協 

【民医連】京都民医連事務局 

【労働組合】全労連、日本医労連、全協青年部、全厚労、愛知

県医労連、千葉勤医労、千葉県医労連、岡山県医労連、広島県

医労連、滋賀県労連、長野県労連、京都総評、埼労連、大阪府

職労、大阪自治労連、自治労連埼玉、埼玉自治労連、山梨自治

体一般、福保労東京地本、都庁職病院支部 

 

次回に向けて 

Twitter 告知を早めること。組織 Twitter アカウントを広げる

こと。ツイデモの機動性を確保する対策をとること。全労連は

「SNS 活用グループのラインのオープンチャット 47 名」を開設しており、組織 Twitter の

中の人への情報伝達が早いため、ツイデモ発信組織が増えている。 
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衆議院議員 応諾・賛同議員一覧
氏名 会派 選挙区 紹介議員

応諾

いのち 備考

44
松木けんこう 立民 北海道2 応諾
道下  大樹 立民 北海道1 応諾
石川  香織 立民 北海道11 応諾
緑川  貴士 立民 秋田2 応諾

鎌田 さゆり 立民 宮城2 応諾 医療、介護、福祉をはじめとした社会保障の充実、国民が安心して暮
らせる社会の実現の為、皆様と共に取り組んでまいります。

奥野 総一郎 立民 千葉9 応諾
阿部  知子 立民 神奈川12 応諾
早稲田 ゆき 立民 神奈川4 応諾
篠原   豪 立民 神奈川1 応諾
笠   浩史 立民 神奈川9 応諾
斎藤  洋明 自民 新潟3 応諾
菊田 真紀子 立民 新潟4 応諾
米山  隆一 立民 新潟5 応諾
下条  みつ 立民 長野2 応諾 代理参加
重徳  和彦 立民 愛知12 応諾
馬淵  澄夫 立民 奈良1 応諾 代理にて出席
橋本   岳 自民 岡山4 応諾
小川  淳也 立民 香川1 応諾
吉良  州司 有志 大分1 応諾
渡辺   創 立民 宮崎1 賛同
赤嶺  政賢 共産 沖縄1 応諾
新垣  邦男 立民 沖縄2 応諾

山崎   誠 立民 （比）南関東 応諾
コロナ禍の中、医療や介護、福祉の携わる皆さまに深い敬意を表しま
す。皆さまの署名活動の要請が施策として国会で実現されるよう全力
で取り組みます。

小沢  一郎 立民 （比）東北 応諾

青山  大人 立民 （比）北関東 応諾

医療現場を支えて下さってる皆様へ深く感謝申し上げます。処遇改
善、人員増員という目に見える形で、皆様の頑張りにきちんと応える
政治になるよう私も力を尽くします。諦めずに皆様と一緒に進んでま
いります。

櫻井   周 立民 （比）近畿 応諾 時間は未定
笠井   亮 共産 （比）東京 応諾
田村  貴昭 共産 （比）九州 応諾
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衆議院議員 応諾・賛同議員一覧
氏名 会派 選挙区 紹介議員

応諾

いのち 備考

44

神谷   裕 立民 （比）北海道 応諾

コロナ禍の中、国民の生命と健康を守るための皆様の行動に心から敬
意を表します。医療現場の最前線でガンバっている皆様ばかりでな
く、後ろで懸命に支えている皆様のご努力、ご尽力があるからこそ、
大切な生命が守られていることと思います。皆様が集められた大切な
署名の精神をしっかり実現できるよう努力して参りたいと思います。

高橋 千鶴子 共産 （比）東北 応諾

オミクロン株の急速な広がりの中で、医療現場の皆さん、大変なご苦
労をされています。支え手を守るために、政治が役割を果すときで
す。公立、公的病院の統合再編に反対、地域医療を守り、コロナ感染
を抑えこむためにも、医療従事者の処遇改善、配置をかえ、増やすべ
きです。

塩川  鉄也 共産 （比）北関東 応諾
柚木  道義 立民 （比）中国 応諾
大河原まさこ 立民 （比）東京 応諾
宮本   徹 共産 （比）東京 応諾
青柳 陽一郎 立民 （比）南関東 応諾

末次  精一 立民 （比）九州 応諾
私たちのいのちを守るため、日々、最前線で関わっておられる医療に
従事されている皆様に深く感謝申し上げます。十分な財政確保の向け
て私も闘ってまいります。

宮本  岳志 共産 （比）近畿 応諾
神津 たけし 立民 （比）北陸信越 応諾
斎藤アレックス 国民 （比）近畿 応諾

大石  晃子 れ新 （比）近畿 応諾

いのちを守る労働の最前線に立つ皆様に敬意を表明します。財源の確
保、公的医療の拡充、医療や保健所の人材拡充など、どれも政治の責
任です。提出された統一署名の現場の声を受け止め、国会の場でも現
政権のドケチ政治を打ち破るために闘います。ともに頑張りましょ
う。

務台  俊介 自民 （比）北陸信越 賛同 現在、公職に就いている為、紹介議員は全てお断りしています。ご了
承下さい。

本村  伸子 共産 （比）東海 応諾
穀田  恵二 共産 （比）近畿 応諾
牧   義夫 立民 （比）東海 応諾
田中   健 国民 （比）東海 応諾
白石  洋一 立民 （比）四国 応諾
浅川  義治 維新 （比）南関東 賛同
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 2022年1月28日・新いのち署名など議員要先・報告書

室番号 氏名 ふりがな 会派 選出
いのち 備考

新・旧いのち署名に応諾25
204 寺田　　　静 てらた　しずか 無 秋田 応諾

302 舩後　　靖彦 ふなご　やすひこ れ新 比例 応諾

304 森　　ゆうこ もり　ゆうこ 民主 新潟 応諾

320 真山　　勇一 まやま　ゆういち 立憲 神奈川 応諾

323 野田　　国義 のだ　くによし 立憲 福岡 応諾

408 武田　　良介 たけだ　りょうすけ 共産 比例 応諾
別日程があり参加できず申し訳ありません。コロナ禍ではっきりした深刻な人手
不足、施設不足等の状況を一刻も早く改善させなければいけない事を重く受け
止めています。国民のいのち、暮らしを守る為にご一緒に尽力していきたいと思

509 吉良　よし子 きら　よしこ 共産 東京 応諾

513 市田　　忠義 いちだ　ただよし 共産 比例 応諾

519 伊波　　洋一 いは　よういち 沖縄 沖縄 応諾

702 横沢　　高徳 よこさわ　たかのり 民主 岩手 応諾 本人公務の場合は秘書の代理出席とさせていただきます。

709 ながえ　孝子 ながえ　たかこ 碧水 愛媛 応諾

710 紙　　　智子 かみ　ともこ 共産 比例 応諾

712 高良　　鉄美 たから　てつみ 沖縄 沖縄 応諾

715 木戸口　英司 きどぐち　えいじ 民主 岩手 応諾

813 石垣　　のりこ いしがき　のりこ 立憲 宮城 応諾 国会日程により前後します。

815 嘉田　由紀子 かだ　ゆきこ 碧水 滋賀 応諾

817 山添　　　拓 やまぞえ　たく 共産 東京 応諾

901 打越　　さく良 うちこし　さくら 無 新潟 応諾

917 芳賀　　道也 はが　みちや 民主 山形 応諾

920 鉢呂　　吉雄 はちろ　よしお 立憲 　 応諾

1002 岩渕　　　友 いわぶち　とも 共産 比例 応諾

1021 倉林　　明子 くらばやし　あきこ 共産 京都 応諾

1106 田名部　匡代 たなぶ　まさよ 民主 青森 応諾

1123 山下　　芳生 やました　よしき 共産 比例 応諾

1208 小池　　　晃 こいけ　あきら 共産 比例 応諾

1.28参加確認

参議院議員会館 報告者/団体(　　　　　　　　　)名前(　　　　　　　　)

紹介
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良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等
の一部を改正する法律の概要改正の趣旨

改正の概要

＜Ⅰ．医師の働き方改革＞

長時間労働の医師の労働時間短縮及び健康確保のための措置の整備等 （医療法） 【令和６年４月１日に向け段階的に施行】

医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始（令和６年４月１日）に向け、次の措置を講じる。

・ 勤務する医師が長時間労働となる医療機関における医師労働時間短縮計画の作成

・ 地域医療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得ず高い上限時間を適用する医療機関を都道府県知事が指定する制度の創設

・ 当該医療機関における健康確保措置（面接指導、連続勤務時間制限、勤務間インターバル規制等）の実施 等

＜Ⅱ．各医療関係職種の専門性の活用＞

１．医療関係職種の業務範囲の見直し （診療放射線技師法、臨床検査技師等に関する法律、臨床工学技士法、救急救命士法） 【令和３年10月１日施行】

タスクシフト/シェアを推進し、医師の負担を軽減しつつ、医療関係職種がより専門性を活かせるよう、各職種の業務範囲の拡大等を行う。

２．医師養成課程の見直し （医師法、歯科医師法） 【①は令和７年４月１日／②は令和５年４月１日施行等】 ※歯科医師も同様の措置

①共用試験合格を医師国家試験の受験資格要件とし、②同試験に合格した医学生が臨床実習として医業を行うことができる旨を明確化。

＜Ⅲ．地域の実情に応じた医療提供体制の確保＞

１．新興感染症等の感染拡大時における医療提供体制の確保に関する事項の医療計画への位置付け （医療法）【令和６年４月１日施行】

医療計画の記載事項に新興感染症等への対応に関する事項を追加する。

２．地域医療構想の実現に向けた医療機関の取組の支援（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律）【公布日施行】

令和２年度に創設した「病床機能再編支援事業」を地域医療介護総合確保基金に位置付け、当該事業については国が全額を負担する

こととするほか、再編を行う医療機関に対する税制優遇措置を講じる。

３．外来医療の機能の明確化・連携 （医療法） 【令和４年４月１日施行】

医療機関に対し、医療資源を重点的に活用する外来等について報告を求める外来機能報告制度の創設等を行う。

＜Ⅳ．その他＞ 持ち分の定めのない医療法人への移行計画認定制度の延長 【公布日施行】

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進する観点から、医師の働き方改革、各医療関係職種の専門性の活用、地域

の実情に応じた医療提供体制の確保を進めるため、長時間労働の医師に対し医療機関が講ずべき健康確保措置等の整備や地域医療構

想の実現に向けた医療機関の取組に対する支援の強化等の措置を講ずる。
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【２.統合支援給付金支給事業】
統合（廃止病院あり）に伴い病床数を減少する場合のコスト等に充当するため、

統合計画に参加する医療機関（統合関係医療機関）全体で減少する病床１床当た
り、病床稼働率に応じた額を支給（配分は統合関係医療機関全体で調整）
※重点支援区域として指定された関係医療機関については一層手厚く支援
※統合関係医療機関の対象３区分の総病床数が10％以上減少する場合に対象

病床機能再編支援事業（地域医療介護総合確保基金 事業区分Ⅰ－２）

○中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウイルス感染症への対応により顕在化した地域医療の
課題への対応を含め、地域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体制を構築する必要がある。

〇こうした中、地域医療構想の実現を図る観点から、地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ、自主的に行われる病床減少を伴
う病床機能再編や、病床減少を伴う医療機関の統合等に取り組む際の財政支援*1を実施する。

○令和２年度に予算事業として措置された本事業について法改正を行い、新たに地域医療介護総合確保基金の中に位置付け、
引き続き事業を実施する。【補助スキーム：定額補助（国１０／１０）】

【１.単独支援給付金支給事業】
病床数の減少を伴う病床機能再編に関する計画を作成した医療機関（統合によ

り廃止する場合も含む）に対し、減少する病床1床当たり、病床稼働率に応じた額
を支給
※病床機能再編後の対象３区分*2の許可病床数が、平成30年度病床機能報告における
対象３区分として報告された稼働病床数の合計の90％以下となること

【３.債務整理支援給付金支給事業】
統合（廃止病院あり）に伴い病床数を減少する場合において、廃止される医

療機関の残債を統合後に残る医療機関に承継させる場合、当該引継債務に発生す
る利子について一定の上限を設けて統合後医療機関へ支給
※統合関係医療機関の対象３区分の総病床数の10％以上減少する場合に対象
※承継に伴い当該引継ぎ債務を金融機関等からの融資に借り換えた場合に限る

病床200床

「単独医療機関」の取組に対する財政支援
再編

減少する病床数
について支給

Ａ病院：200床

Ｂ病院：100床
廃止（廃業）

統合後のＡ総合病院
250床

純減した50床について支給
配分はＢ病院を含めた統合
関係医療機関全体で調整

*1 財政支援 ･･･使途に制約のない給付金を支給
*2 対象３区分･･･高度急性期機能、急性期機能、慢性期機能

病床150床

債務

金利

債務 承継
引き継いだ債務の
利子負担を軽減

利子
総額

支給

廃止となる病院 統合後の病院

統合

計
画
作
成

統合関係医療機関

令和３年度予算額：地域医療介護総合確保基金（医療分）
公費1,179億円の内数（195億円）

計
画
作
成

「複数医療機関」の取組に対する財政支援
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施行日 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

主な改正内容

長時間労働の医師の労働時間短縮
及び健康確保のための措置の整備
等

R6.4.1に向
け段階的に
施行

医療関係職種の業務範囲の見直し
R3.10.1施
行

医師養成課程等の見直し

※歯科は医科のそれぞれ１年後に施行

R5.4.1施行

※受験資格の
見直しは
R7.4.1施行

新興感染症等の感染拡大時におけ
る医療提供体制の確保に関する事
項の医療計画への位置付け

R6.4.1施行

地域医療構想の実現に向けた医療
機関の取組の支援

公布日施行

外来医療の機能の明確化・連携 R4.4.1施行

持ち分の定めのない医療法人への
移行計画認定制度の延長

公布日施行

主な改正内容に関する施行スケジュール

公布

施行に向け
た検討

外来機能報告等の実施 （施行状況等を踏まえ、改善検討）

外来医療計画ガイ
ドライン見直し検討

外来医療計画
見直しの検討

８次医療計画（外来医療計画を含む）に基づく外来機能の明確化・連携の推進

支援の実施

基本方針等の改正 第８次
医療計画
策定作業

第８次
医療計画

（上半期）

※登録免許税の優遇措置は
令和４年度まで

※新興感染症等対応を含む
５疾病６事業・在宅医療
等について検討

第８次
医療計画

（下半期）

医師法に基づく共用試験の実施
（合格者は臨床実習において医業を実施）

労働時間短縮計画の案の作成

医療機関勤務環境評価セン
ターによる第三者評価

都道府県による特例水準
対象医療機関の指定

労働時間短縮計画に基づく取組み
特例水準適用者への追加的健康確保措置
定期的な労働時間短縮計画の見直し、評価受審

医師国家試験の受験資格において
共用試験合格を要件化

タスクシフト／シェアの推進

共用試験の内容等の検討

制度の運用、令和５年10月
以降の制度の検討

審査組織による
C-2水準の個別審査

施行
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令和３年10月末時点の状況
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議論を行った

まだ調整会議で

議論を行っていない

新型コロナの影響等で

再検証に関する議題が

設定されていない

（未開催を含む）

「再検証中」の調整会議の状況（複数回答可）
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新型コロナの
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対応のため

検討困難

それ以外の理由で

検討困難

「再検証中」の医療機関の状況（複数回答可）

再検証対象医療機関の取組状況

再検証対象医療機関 合意済、再検証結果に基づき措置済又は再検
証対象外となった医療機関（※）

436医療機関 199医療機関（46%）

（※）合意済の医療機関数：83医療機関
合意結果に基づき措置済の医療機関数：92医療機関
再検証対象外の医療機関数：24医療機関

※再検証中の医療機関のうち、コロナ以外の理由で検討が困難な主な理由

・圏域内の医療機関において再編統合の検討が続いており、具体的対応方
針が未策定であること

・重点支援区域の申請を行うことから個々の病院で判断できる段階ではない
とのこと

・令和４年度以降に一部病棟の建替えを計画しており、建替計画の中で病
床削減を含めた病床機能の見直しについて改めて検討することとしている
こと

・国の公的医療機関の見直しの状況を踏まえる必要があること
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「合意済」「措置済」の医療機関における「従前ど

おり」の内訳（複数回答可）
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第８次医療計画の策定に向けて

〇 中長期的な人口構造の変化に対応するための地域医療構想については、その基本的な枠組み（病床
必要量の推計など）を維持しつつ、着実に取組を進めていく必要があるが、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大を受け、地域医療構想に関する取組の進め方については、都道府県に可能な限りの対応
をお願いする一方で、厚生労働省において改めて整理の上、お示しすることとしていた。（具体的対
応方針の再検証等の期限について（令和２年３月４日及び８月31日付け通知））

○ 今後、各都道府県において第８次医療計画（2024年度～2029年度）の策定作業が2023年度までか
けて進められることとなるが、その際には、各地域で記載事項追加（新興感染症等対応）等に向けた
検討や病床の機能分化・連携に関する議論等を行っていただく必要があるため、その作業と併せて、
2022年度及び2023年度において、地域医療構想に係る民間医療機関も含めた各医療機関の対応方針
の策定や検証・見直しをお願いしたい。その際、各都道府県においては、今回の新型コロナウイルス
感染症の感染拡大により病床の機能分化・連携等の重要性が改めて認識されたことを十分に考慮いた
だきたい。
また、検討状況については、定期的に公表をお願いしたい。

○ 厚生労働省においては、改正医療法を受け、第８次医療計画における記載事項追加（新興感染症等
対応）等に向けて、検討状況を適時・適切に各自治体と共有しつつ、「基本方針」や「医療計画作成
指針」の見直しを行っていくこととしている。この検討状況については、適宜情報提供していくので
参考とされたい。

○ 地域医療構想の推進の取組は、病床の削減や統廃合ありきではなく、各都道府県が、地域の実情を
踏まえ、主体的に取組を進めるものであり、厚生労働省においては、各地域における検討状況を適
時・適切に把握しつつ、自主的に検討・取組を進めている医療機関や地域について、その検討・取組
を「重点支援区域」や「病床機能再編支援制度」等により支援していく。
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都
道
府
県

○ 今後の人口減少・高齢化に伴う医療ニーズの質・量の変化や労働力人口の減少を見据え、質の高い医療を効率的に
提供できる体制を構築するためには、医療機関の機能分化・連携を進めていく必要。

○ こうした観点から、各地域における2025年の医療需要と病床の必要量について、医療機能（高度急性期・急性期・回
復期・慢性期）ごとに推計し、「地域医療構想」として策定。
その上で、各医療機関の足下の状況と今後の方向性を「病床機能報告」により「見える化」しつつ、各構想区域に設置

された「地域医療構想調整会議」において、病床の機能分化・連携に向けた協議を実施。

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を策定し、
更なる機能分化を推進

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに医療
需要と病床の必要量を推計

・在宅医療等の医療需要を推計
・都道府県内の構想区域（二次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

在宅医療等の充実、医療従事者の確保・養成等

地域医療構想について

（機能が
見えに
くい）

医
療
機
関

（B病棟）
急性期機能

（D病棟）
慢性期機能

（C病棟）
回復期機能

（A病棟）
高度急性期機能

○ 機能分化・連携については、

「地域医療構想調整会議」で議論・調整。

医療機能の現状と今後の
方向を報告（毎年１０月）

病床機能報告

回復期機能の
患者

高度急性期機能
の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者医療機能
を自主的
に選択

地域医療構想について
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※1：2020年度病床機能報告において、「2025年7月1日時点における病床の機能の予定」として報告された病床数
※2：対象医療機関数及び報告率が異なることから、年度間比較を行う際は留意が必要

（報告医療機関数/対象医療機関数（報告率） 2015年病床機能報告：13,863/14,538（95.4％）、2020年病床機能報告：12,635/13,137（96.2％））
※3：端数処理をしているため、病床数の合計値が合わない場合や、機能ごとの病床数の割合を合計しても100％にならない場合がある
※4：平成25年度(2013年度) のＮＤＢのレセプトデータ 及びＤＰＣデータ、国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成25年(2013年）3月中位推計）』等を

用いて推計
※5：ICU及びHCUの病床数（*）：18,482床（参考 2019年度病床機能報告：18,253床）

*救命救急入院料1～4、特定集中治療室管理料1～4、ハイケアユニット管理料1・2のいずれかの届出を行っている届出病床数

出典：2020年度病床機能報告

89.5
万床

※1

急性期
53.5万床（45％）

高度急性期
15.9万床（13%）

５
慢性期

29.9万床（25％）

回復期
20.5万床（17%）

急性期
59.6万床（48％）

高度急性期
16.9万床（14%）

慢性期
35.5万床（28％）

回復期
13.0万床（10%）

2015年度病床機能報告

合計 119.8万床

89.9
万床

0.3万床増

1.2万床減

1.6万床増

1.8万床減

約1.1万床減

2020年度病床機能報告

1.33

急性期
54.7万床（45％）

高度急性期
15.6万床（13％）

慢性期
31.7万床（26％）

回復期
18.9万床（16%）

合計 120.9万床

89.2
万床

２０２０年度病床機能報告について

合計 125.1万床
2025年見込2020年

76.5
万床

1.3万床減

4.9万床減

5.9万床増

3.8万床減

70.3
万床

69.4
万床

2015年

急性期
40.1万床（34％）

回復期
37.5万床（31％）

高度急性期
13.1万床（11％）

慢性期
28.4万床（24％）

90.7
万床

地域医療構想における
2025年の病床の必要量

（平成28年度末時点の推計）

53.2
万床

合計 119.1万床

※4
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■主な開設主体別にみた議論の状況

機能別・開設主体別にみた議論の状況

■機能区分別にみた議論の状況
高度急性期 急性期 回復期 慢性期

病床数 総計（※）

高度 急性 回復 慢性 休棟
合意 合意 合意 合意 合意 合意

総計 1,288,385 806,923 63% 163,521 153,392 94% 583,010 390,182 67% 152,264 76,246 50% 349,745 170,956 49% 39,845 16,147 41%

公
立
・
公
的
等

都道府県 41,133 38,634 94% 10,841 10,458 96% 24,348 23,022 95% 2,887 2,758 96% 2,122 1,556 73% 935 840 90%

市町村 127,915 119,504 93% 16,589 16,387 99% 82,746 77,601 94% 12,984 11,797 91% 11,245 10,036 89% 4,351 3,683 85%

地方独立行政法人 29,382 28,750 98% 11,297 11,294 100% 15,874 15,381 97% 1,075 1,058 98% 544 502 92% 592 515 87%

国立病院機構 47,327 46,431 98% 7,928 7,928 100% 20,801 20,761 100% 2,764 2,704 98% 14,826 14,030 95% 1,008 1,008 100%

労働者健康安全機構 12,521 12,322 98% 961 961 100% 10,098 9,998 99% 710 710 100% 188 188 100% 564 465 82%

地域医療機能推進機構 15,574 15,041 97% 1,916 1,767 92% 11,114 10,804 97% 1,793 1,763 98% 196 196 100% 555 511 92%

日赤 34,837 34,837 100% 13,294 13,294 100% 17,865 17,865 100% 1,433 1,433 100% 1,400 1,400 100% 845 845 100%

済生会 22,231 20,594 93% 3,749 3,587 96% 14,337 13,304 93% 2,537 2,431 96% 1,131 908 80% 477 364 76%

北海道社会事業協会 1,727 1,727 100% 8 8 100% 880 880 100% 308 308 100% 471 471 100% 60 60 100%

厚生連 31,201 30,430 98% 4,547 4,405 97% 19,571 19,121 98% 3,690 3,590 97% 2,510 2,431 97% 883 883 100%

健康保険組合等 1,916 1,736 91% 48 48 100% 1,664 1,512 91% 84 56 67% 120 120 100% 0 0 -

共済組合等 13,529 13,130 97% 4,060 4,060 100% 8,219 7,933 97% 728 685 94% 321 321 100% 201 131 65%

国民健康保険組合 320 320 100% 4 4 100% 316 316 100% 0 0 - 0 0 - 0 0 -
上記以外の特定機能病
院 61,228 60,598 99% 52,247 51,986 100% 7,879 7,510 95% 86 86 100% 32 32 100% 984 984 100%

上記以外の地域医療支
援病院 61,386 58,830 96% 15,807 15,631 99% 39,322 37,545 95% 3,518 3,241 92% 1,894 1,710 90% 845 703 83%

その他 786,158 324,039 41% 20,225 11,574 57% 307,976 126,629 41% 117,667 43,626 37% 312,745 137,055 44% 27,545 5,155 19%

病床数 総計

合意 議論継続

総計 1,288,385 806,923 63% 222,150 17%

高度急性期 163,521 153,392 94% 3,195 2%

急性期 583,010 390,182 67% 89,617 15%

回復期 152,264 76,246 50% 36,287 24%

慢性期 349,745 170,956 49% 86,129 25%

休棟 39,845 16,147 41% 6,922 17%

（※）2017年度病床機能報告を用いて
算出しており、未報告医療機関
の病床数は含まれていない。

合意

（2019年3月末）

（2019年3月末）

合意

合意 合意

議論継続

議論継続

議論継続 議論継続

12

議論未開始

議論未開始 議論未開始
議論未開始
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２０１７年３月 全ての都道府県において地域医療構想（2025年の４機能ごとの必要病床量等）を策定

〔新公立病院改革プラン(2017年3月まで),公的医療機関等2025プラン(2017年12月まで)の策定〕

～２０１９年３月 公立・公的医療機関等において、先行して具体的対応方針の策定

⇒地域医療構想調整会議で合意

２０１９年 １月～ 厚生労働省医政局「地域医療構想に関するワーキンググループ（WG）」において、公立・公的医療機関
等の具体的対応方針について議論（再検証に係るものを含む）を開始

６月２１日 骨太の方針2019 閣議決定
９月２６日 再検証に係る具体的な対応・手法のとりまとめ、 公立・公的医療機関等の診療実績データの公表

１０月 ４日 第１回 地域医療確保に関する国と地方の協議の場
１０月１７日～ 地方意見交換会（ブロック別）を順次開催
１１月 ６日～ 都道府県の要望に応じ、個別に意見交換会を順次開催
１１月１２日 第２回 地域医療確保に関する国と地方の協議の場
１２月２４日 第３回 地域医療確保に関する国と地方の協議の場

２０２０年 １月１７日 医政局長通知「公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等について」を都道府県宛に発出
あわせて、都道府県に対し、「公立・公的医療機関等の診療実績データの分析結果」及び民間医療機関
の診療実績データを提供

１月３１日 重点支援区域 １回目選定（３県５区域）
３月 ４日 医政局長通知「具体的対応方針の再検証等の期限について」を都道府県宛に発出
７月１７日 骨太の方針2020 閣議決定
８月２５日 重点支援区域 ２回目選定（６道県７区域）
８月３１日 医政局長通知「具体的対応方針の再検証等の期限について」を都道府県宛に発出

１０月２９日 第５回 地域医療確保に関する国と地方の協議の場
１２月１５日 厚生労働省医政局「医療計画の見直し等に関する検討会」において、構想の考え方・進め方の議論を

含めた「新型コロナウイルス感染症を踏まえた今後の医療提供体制の構築に向けた考え方」をとりまとめ

２０２１年 １月２２日 重点支援区域 ３回目選定（２県２区域）
６月１８日 骨太の方針2021 閣議決定
１２月３日 重点支援区域 ４回目選定（２県３区域）

地域医療構想に係るこれまでの経緯について
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○令和３年10月13日 参議院本会議におけるやりとり（抜粋）

小池晃議員
総理は、公立・公的病院の統廃合計画について、病床の削減や統廃合ありきでは

ないと答弁しました。しかし、自公政権が地域医療構想に基づいて二十万床の急性
期病床を減らす計画を立て、骨太の方針でその強化、促進を掲げているのは紛れも
ない事実です。
岸田内閣が本当に医療難民ゼロを実現しようというなら、それに反する地域医療

構想と骨太の方針、消費税収を使った病床削減の仕組み、とりわけ急性期病床を削
減、縮小する計画を直ちに撤回すべきです。答弁を求めます。

岸田文雄内閣総理大臣
地域医療構想については、人口構造の変化を踏まえ、地域の医療ニーズに合わせ、

質の高い効率的な医療提供体制の確保を目指して取り組むものです。こうした観点
から、地域での合意を踏まえ、自主的に行われる病床の減少に対して支援を行って
います。
病床の削減や統廃合ありきではなく、地域の実情を十分に踏まえつつ、地方自治

体等と連携して検討を進めてまいります。

地域医療構想に関する国会でのやりとり
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７５歳以上医療費窓口２倍化中止を求める運動に 

各界著名人の皆さまから応援メッセージをいただきました！ 
 

城南信用金庫名誉顧問 吉原 毅さん 

 人生 100 年時代と言われ、健康寿命の延伸が求められています。高齢者の活躍の場や、就労の機

会の創出が必要とされる中、今回の負担増は活動の大前提となる「安心と暮らし」に逆行するもの

です。社会保障を全世代型にして、現世代の負担減を目指すのであれば、充実した社会保障を維持

して、高齢者の活躍を促進し、経済の活性化を図り「令和版所得倍増計画」を実現することを目指

すべきではないでしょうか。 

負担の倍化により、後期高齢者の「受診控え」という事態を招くことのない政策を望みます。 

 

仙台市輪王寺住職 日置 道隆さん 

 自国通貨建て国債は絶対にデェフォルトしない。つまり、国債発行でまかなうべきものを、75 歳

以上の医療費窓口負担２割化でまかなおうとしているのはペテンです。 

 政治のウソは正さなければなりません。頑張ってください。 

 

明治学院大学名誉教授 河合 克義さん 

 ≪75 歳以上の高齢者の医療費窓口負担２割化の中止を！≫ 

 実際に「健康で文化的な生活」が出来るように、各制度の総合調整が必要です。各制度がバラバラ

に負担増を進めることは、生活の破壊です。 

 こんなに、国民に冷たい国はありません。高齢者に対する負担増は、限界をこえています。 

 

天沼診療所所長 竹崎 三立さん 

 当診療所では 70 才在宅の患者さんの診察をしております。現在の制度では一割負担でも月 6000

円余かかります。二割になれば診察を受けられなくなる方がおられます。 

 病院から在宅へと患者さんを流している今の医療政策では、行き場にない方が孤立してしまいま

す。二割負担は大反対です。 

 

東北大学名誉教授／元経済学部長／医師 日野 秀逸さん 

 高齢者の暮らしと生存を脅かす窓口負担 2 割化に強く反対します。 

年末から年始にかけて、コロナ禍による収入の減少、小麦や石油の価格上昇による灯油や食品な

どの生活必需物資の値上がり、それに伴う消費税負担の増加が、私たちの暮らしを襲っています。身

近の牛丼屋でも、500 円のランチが 550 円と 10％値上がりしています。 

 こうした現状に対して、後期高齢者医療の 2 割負担が加われば、生活必需品での負担増に加えて、

生存に不可欠な医療の負担が大幅に増えて、ますます「健康で文化的な」生存が脅かされます。高齢

者に、医療に関する不安をもたらし、受診を控えさせ、苦しみを負わせる 2 割負担化に強く反対し

ます。 

 

大阪市立大学 名誉教授／元滋賀大学学長 宮本 憲一さん 

日本は、医療保険制度はアメリカなどにくらべて優れていますが、保険料の負担が租税とくらべ

ても大変高くなっています。今回の措置は中・低所得者にとっては大きな負担になり、医療を受けら

れない危険を生みます。反対です。 

日本高齢期運動連絡会 
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立憲民主党予算組み換え動議動議、日本共産党予算組み換え提案に 75 歳医療費

負担割合引き上げ撤回、中止が取り入れられています各都道府県選出の議員へ

の署名紹介応諾要請をすすめましょう!応諾していただいた議員には、各都道府

県で集めた署名用紙を届けて下さい。 

     紹介応諾議員 衆議院 19 人、参議院 9 名 2022.3.3 現在 

立憲民主党 2022 年度予算組み換え動議(抜粋) 

（２）持続可能な社会の実現に向けた予算 ・・・ ５兆１０００億円 
①ベーシック・サービスの充実、安定的な提供  

・一定年収以上の後期高齢者の医療費窓口負担割合引き上げ（１割→２割）の撤回 

・政府の雇用保険制度の見直しへの対応（雇用保険の国庫負担割合を本則２５％に戻すとと

もに、令和４年１０月からの失業等給付の保険料率引き上げを撤回する） 

・介護・障害福祉職員、保育士等の更なる処遇改善（政府分＋月額１万円、全額国費負担） 

・小中学校の給食費無償化 

・児童手当・児童扶養手当の拡充（高校生まで支給対象拡大、特例給付の一部廃止撤回など） 

・出産費用の無償化 

 

日本共産党 2022 年度予算組み換え案(抜粋) 

２、社会保障を拡充し、子育て・教育の負担を軽減する 
 ・１人年間５万円もの負担増となる高齢者医療費の２割負担の導入を中止する。 
 ・物価上昇のもとで暮らしをさらに圧迫する年金給付の減額を中止する。 
 ・「地域医療構想」に基づく病床削減、公立・公的病院の統廃合計画を撤回し、医師・看 
    護師の大幅増員など、医療資源の拡充に転換する。 
 ・保健所職員の抜本的な定員増、地方衛生研究所の人員・予算の大幅増など地域の公衆衛 
    生体制を強化し再構築する。 
 ・介護・障害福祉・保育などケア労働の抜本的な改善を進める。 
 ・国保料（税）の抜本的引き下げ、均等割の全面廃止を行う。 
 ・介護保険料・利用料の減免、障害者・児の福祉・医療を無料化する。 
 ・難病・小児慢性疾患患者の医療費助成を拡充する。 
 ・児童手当・児童扶養手当を拡充し、対象の縮小は中止する。 
 ・認可保育所の大幅増設、給食費を含めた保育料の無償化をすすめる。 
 ・学童保育の増設と指導員の複数配置など、子育て支援を拡充する。 
 ・出産費用を無償化する。 
 ・小中学校の給食費を無償化する。 
 ・教職員定数の削減をやめ、中学校までの少人数学級を早期に実現する。 
 ・大学・短大・専門学校等の学生の授業料を半減し、給付制奨学金を拡充する。 
 ・県に最低１カ所以上の２４時間３６５日の病院拠点型ワンストップ支援センターをつ   
   くるなど、性暴力被害者支援を抜本的に強める。ＤＶシェルターへの運営費補助を本格 
   実施する。「生理の貧困」の根絶、予期せぬ妊娠の防止、相談からケアに至る全般的対策 
   を、リプロダクティブ・ヘルス＆ライツの視点で強化する。緊急避妊薬、経口中絶薬を 
   安価に入手できるようにする。 
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氏     名 住    所  （氏名、住所は「同上」や「〃」としないでください。） 

    

    

    

    

    

都 道 

県 府 

都 道 

県 府 

都 道 

県 府 

都 道 

県 府 

都 道 

県 府 

取扱団体：                       

※  この署名用紙は、東京都議会請願以外個人情報が使用されることはありません。 

   問い合わせ・送付先： 人権としての医療・介護東京実行委員会   
                〒170-0005 東京都豊島区南大塚2-33-10 東京労働会館6階  電話 03-5395-3165 

【請願趣旨】 

小池知事は第１回定例都議会に「都立病院廃止条例」を提案し、7月から都立病院・公社病院を地方独立

行政法人「東京都立病院機構」へ移行させようとしています。 

 新型コロナウイルス感染の終息が見通せない中で都立病院・公社病院は都民のいのちを守るためにコロナ対

応病床を最大限確保するとともに、その職員をコロナ対応支援に派遣し、都民のいのちを守る大きな役割を果

たしています。 

厚生労働省の調査でも、全国2,287病院中、コロナ患者対応病床確保の１位から11位までが都立病院・公

社病院です（2021年12月時点）。すでに独立行政法人化された全国の病院と比べても迅速、桁違いな規模で

対応できたのは、東京都直営で運営されてきたらかにほかなりません。 

7月の独法化を機に、これまでコロナ対応で奮闘してきた都立病院・公社病院に勤務する6,838人の職員は、

自らが公務員ではなくなること、労働条件や給与保障などに不安な思いを抱き、退職希望も多数出ていると伝

え聞いています。経験豊かな職員の退職は、終息が見えないコロナ禍への対応力量を大きく後退させることに

なります。 

都立病院・公社病院を廃止し、地方独立行政法人に移行することは、採算を重視せざるを得なくなり、差額

ベッド料など保険外の医療負担が増えることが懸念されます。また都立病院が設立時から担ってきた感染症や

精神科医療、難病、災害医療など採算のとりにくい医療の後退につながることは前例をみても明らかです。 

独法化は、都民への医療提供体制を弱体化させるばかりか、東京都としていのちを守る医療の責務を放棄

することになります。都議会の監視体制も極端に少なくなり、都民の声もほとんど届かなくなります。 

「都民のいのちをまもる」これまで東京都が担ってきた役割を継続させるため、7月からの都立病院・公社病

院の地方独立行政法人化中止を求めます。 

【請願事項】 

１ 都立病院を廃止しないでください。 

２ 都立病院・公社病院の地方独立行政法人化を中止して下さい。 

都立病院を廃止するな！ 

   

東京都議会議長 
三宅 しげき 殿 
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宇都宮 健児 

弁護士 

元日弁連会長 

 香山 リカ 

精神科医 

  

川嶋 みどり 

 

本田 宏 

前川 喜平 

 

松元 ヒロ 

宮子 あずさ 

看護師 

東京都と大阪府の新型コロナ対応
病床確保状況（2022年2月16日現在） 

東京都 都立・公社14病院で2050床 

大阪府 地方独法化の5病院で192床 

 地方独法化された大阪府では東京都の
10分の1しかコロナ病床が確保できず、早

い段階から医療崩壊が起こりました。 

 東京都は7月から都立・公社14病院をす

べて地方独法化するとしています。都民

のいのちを守る病院を地方独法化し、医

療を後退させてはなりません。 

 みんなで声をあげましょう。署名にご協

力をお願いします。 

        人権としての医療・介護東京実行委員会    

〒170-0005 東京都豊島区南大塚2-33-10 東京労働会館6階 東京社保協内  

電話03-5395-3165   email:syahokyo.tokyo@gmail.com 
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社会保障2 0 2 2 年初夏号（ N o .5 0 2 ）

憲法改悪を止めるための

社会保障と 基本的人権の確立を

本書を活用し て、

自民党改憲を阻止し よう！

注文お申し 込みの締切

4/13［ 水］

宣伝・ 活動で使える

　 与野党を含めた改憲議論が活発になるなか、憲法9 条だけではなく 私たち

のいのちと 健康、暮らしを支える2 5 条の改悪も狙われています。基本的人権

と 社会保障に学び、平和と 人権を守り 抜く ための活用を呼びかけます。

　 地域での街頭宣伝や署名活動、

学習などですぐに実践できる、分かり

やすいQ & Aを掲載しています。

Q ．憲法前文では「 平和
的生存権」が謳われ
ていますが、9条と25
条の関係は？

Q ．自民党は戦前～戦
争中のよう に再び

「 人権」を 大きく 制
限しようとしている
と聞きますが？

2 0 2 2 年5 月

発行予定

目 次

私も推薦します

小森 陽一
東京大学名誉教授

九条の会事務局長

中央社会保障推進協議会（ 中央社保協）

〒1 1 0 -0 0 1 3  東京都台東区入谷1 -9 -5  日本医療労働会館5 階

TEL： 0 3 -5 8 0 8 -5 3 4 4 　 FAX： 0 3 -5 8 0 8 -5 3 4 5 　 E-m a il： k2 5 @ shaho kyo .j p

コトノ ハ
小森 陽一　 東京大学名誉教授・ 九条の会事務局長

支配者・自民党にとって、
　 　 なぜ憲法・ 人権が邪魔なのか

井上 英夫　 金沢大学名誉教授

人権とし ての
　 　 社会保障の歴史と現在

村田 隆史　 京都府立大学准教授

人権後進国から先進国へ
　 　 ─憲法を守り 、人権を発展さ せる

高田 清恵　 琉球大学教授

中央社保協とし ての
　 　 たたかいの呼びかけ

憲法改悪の悪だく み解説「 Q& A 」

論文1

論文2

論文3

Q & Aを掲載！

第１次 4/2 0［ 水］
第2 次

憲法特集
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3 ,8 50円税込

550円税込（ と も に送料別）

550円税込・ 送料別）3,850円税込（ 送料別）

社会保障
入門テキスト

申し 込み

地域の運動に役立つ！「憲法特集」

（No.502 初夏号）5月に発刊

運動に役立つ！平和的生存権を学ぶ「 憲法特集」

コ ト ノ ハ　 小森陽一　 東京大学名誉教授・ 九条の会事務局長
中央社保協と し てのたたかいの呼びかけ

憲法改悪の悪だく み解説「 Q&A」

支配者・ 自民党にと っ て、 なぜ憲法・ 人権が邪魔なのか
　 井上英夫　 金沢大学名誉教授

人権と し ての社会保障の歴史と 現在
　 村田隆史　 京都府立大学准教授

人権後進国から 先進国へ―憲法を 守り 、 人権を 発展さ せる
　 高田清恵　 琉球大学教授

１ 稿

２ 稿

３ 稿

私も 推薦し ます！

※写真入稿予定

小森陽一 
東京大学名誉教授
九条の会事務局⻑

／新聞制作／Ｓ Ｈ 　 社会保障／▲▲４ ９ ７ ▼▼／４ ２ 面　 秋号宣伝チラ シ／紙面レ イ アウト Page42 2021年 7月 1日 10時47分52秒 (1)

(株)き かんし 制作部 SUPER DIGIT ORIA L/EX V12.0

特集
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感染症拡大防止のため、ガイドラインに沿った運営にご協力をお願いします。 

 
 
 

乳腺外科医師えん罪事件 高裁有罪判決破棄決定 

差し戻し審無罪を目指す決起集会 

2022 年 4 月 15 日 18：30 

北千住駅マルイ 11 階シアター1010 

11 階ギャラリーB 

エレベーターホールに案内があります 

LIVE 配信はこちら 

https://us02web.zoom.us/j/87818068580 

定員により、入場をお断りする場合もございます 
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中央社保協構成団体、関係団体 御中 

 

社会保障入門テキスト作成へのご協力のお願い 

 

2022 年３月吉日 

中央社保協・社会保障誌編集委員会 

  

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

中央社保協・社会保障誌編集委員会では、社会保障誌の企画として、青年向け

の「社会保障入門テキスト」の改訂（2023 年５月発行予定）を予定しています。 

テキストの内容を社会保障に関して、青年が興味・関心を持っていること、知

りたいことについて解説し、前回のテキスト以上に多くの青年が手に取る内容

にするという趣旨から、40 歳以下（役職問わず）の社会保障に関心のある方か

ら有志を募り、フリートークを実施します（添付のチラシもご参照ください）。

フリートークの内容を活かし、テキストの改訂を行います。 

アドバイザーとして、三重短期大学長友薫輝教授、神戸大学井口克郎准教授、

京都府立大学村田隆史准教授にご協力をいただいております。 

各団体におかれましては、貴団体の要求実現運動、日常業務でご多忙な中、大

変恐縮ですが、下記の要領で募集いたしますので、ご協力をどうぞよろしくお願

いいたします。 

記 

 
社会保障入門テキスト作成 ご協力者の募集 

 

○対象者：40 歳未満（役職問わず）で社会保障に興味のある方 

〇募集期間：４月 30 日（土）まで 

○内容：フリートーク（下記日程）への参加  

（５月 16 日（月）18：30～20：00 もしくは 24 日（火）18：30～20：00） 

※ＷＥＢ（ZOOM）での開催 

〇申し込み：https://onl.la/Z3QixyJ 

 

 

 

○問い合わせ先：社会保障入門テキストプロジェクト 

 メール：shaho.tekisuto.project@gmail.com 

以上 
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～中央社保協発行「社会保障誌」初夏号（2023 年５月発行）～ 

 
 
◇お 名 前［           ］   
◇所  属（団体名など） [           ] 

◇現在の職場での経験年数（役職などもあれば）［                     ］  

 

１． フリートークに参加しようと思った理由やきっかけなどを教えてください                          

 

 

 

 

 

２.今の職場に就職した理由や社会保障に興味を持ったきっかけを教えてください               

 

 

 

 

 

３.2021 年秋号の「社保テキスト」を読んだ感想                                   

＜良かった点（興味深く読んだ部分など）＞ 

 

 

 

 

＜改善して欲しい点（もっとこんな情報が欲しいなど）＞ 

 

 

 

 

 ３．社会保障について疑問に思っていることやもっと知りたいことを教えてください               

 （例）自分が高齢者になった時にも年金はもらえるのか？なぜ社会保険料は高い？など業務の中や生活の中で 

感じている疑問、年金制度をもっと詳しく知りたいなど… 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました 
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１、下記ＵＲＬかＱＲコードより参加登録ください。

URL https://forms.gle/ekVxFsssoaLHgfK97

こちらのＱＲコードでもアクセスできます。

２、または、下記にご記載の上、メールかＦＡＸで送付ください。

●お名前

●ご所属など

●電話番号 （ ）

●ご参加形態 □会場参加 ・ □ＺＯＯＭ参加（アドレスを記載ください）

●メー ルアドレス ＠
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